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(57)【要約】
【課題】本発明の目的は、偏光板と位相差フィルムを有
する光学積層体であって、熱衝撃を受けてもクラックの
発生を抑制できる光学積層体を提供することである。
【解決手段】偏光板と位相差フィルムを有する光学積層
体であって、前記位相差フィルムは、フィルム面に対し
突刺し冶具の先端を垂直に押圧し、破断が生じたときの
、前記突刺し冶具の先端から前記位相差フィルムへ加え
られた応力Ｆ（ｇ）と前記位相差フィルムのひずみ量Ｓ
（ｍｍ）を用いて下記式（１）にて算出される突刺し弾
性率が５０ｇ／ｍｍ以下であることを特徴とする光学積
層体。

（１）突刺し弾性率（ｇ／ｍｍ）＝Ｆ（ｇ）／Ｓ（ｍｍ
）

【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
位相差フィルムを有する光学積層体であって、
前記位相差フィルムは、
フィルム面に対し突刺し冶具の先端を垂直に押圧し、破断が生じたときの、
前記突刺し冶具の先端から前記位相差フィルムへ加えられた応力Ｆ（ｇ）と前記位相差フ
ィルムのひずみ量Ｓ（ｍｍ）を用いて下記式（１）にて算出される突刺し弾性率が５０ｇ
／ｍｍ以下であることを特徴とする光学積層体。

（１）突刺し弾性率（ｇ／ｍｍ）＝Ｆ（ｇ）／Ｓ（ｍｍ）
【請求項２】
前記位相差フィルムは、重合性液晶化合物が硬化した位相差層を含む請求項１に記載の光
学積層体。
【請求項３】
前記位相差フィルムは、配向層をさらに含む請求項２に記載の光学積層体。
【請求項４】
前記位相差層は、垂直配向性を有する請求項２または３に記載の光学積層体。
【請求項５】
前記光学積層体は、さらに偏光板を有する請求項１～４のいずれかに記載の光学積層体。
【請求項６】
請求項１～５のいずれかに記載の光学積層体が、表示素子に積層されている表示装置。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光学積層体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、有機エレクトロルミネッセンス（以下、有機ＥＬともいう。）表示装置に代表さ
れる画像表示装置が急速に普及している。有機ＥＬ表示装置には、偏光子及び位相差フィ
ルムを備える円偏光板やさらに他光学機能層を積層された光学積層体が搭載される。
【０００３】
　有機ＥＬ表示装置等の画像表示装置向けの位相差フィルムとしては、従来の樹脂フィル
ムを延伸したものや、液晶化合物を材料にして形成したものが検討され、画像表示装置の
薄型化への要望が強くなるに伴って、位相差フィルム及びそれを備える光学積層体につい
ても薄型化が求められている（例えば、特許文献１参照）。この様な位相差フィルムを有
する光学積層体は、温度変化による膨張収縮により位相差フィルムを起点としてクラック
が生じることがあった。特に急激な温度変化（熱衝撃）が与えられると、クラックが生じ
やすい。この様なクラックが発生すると光学積層体の耐久性はもとより、表示装置の視認
性も低下することがあった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１７－１０２２８６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明の目的は、上記課題を解決することであり、位相差フィルムを有する光学積層体
であって、急激な温度変化（熱衝撃）を受ける環境でも、クラックの発生を抑制できる光
学積層体を提供することである。
【課題を解決するための手段】
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【０００６】
本発明は、以下の［１］～［５］で示される光学積層体を提供する。
［１］位相差フィルムを有する光学積層体であって、前記位相差フィルムは、フィルム面
に対し突刺し冶具の先端を垂直に押圧し、破断が生じたときの、前記突刺し冶具の先端か
ら前記位相差フィルムへ加えられた応力Ｆ（ｇ）と前記位相差フィルムのひずみ量Ｓ（ｍ
ｍ）を用いて下記式（１）にて算出される突刺し弾性率が５０ｇ／ｍｍ以下であることを
特徴とする光学積層体。

（１）突刺し弾性率（ｇ／ｍｍ）＝Ｆ（ｇ）／Ｓ（ｍｍ）

［２］前記位相差フィルムは、重合性液晶化合物が硬化した位相差層を含む［１］の光学
積層体。
［３］前記位相差フィルムは、配向層をさらに含む［２］の光学積層体。
［４］前記位相差層は、垂直配向性を有する［２］または［３］の光学積層体。
［５］前記光学積層体は、さらに偏光板を有する［１］～［４］のいずれかの光学積層体
。
本発明は、以下の［６］で示される表示装置も提供する。
［６］［１］～［５］のいずれかに記載の光学積層体が、表示素子に積層されている表示
装置。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明によれば、位相差フィルムを有する光学積層体であって、急激な温度変化を受け
る環境下でも、クラックの発生を抑制できる光学積層体を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】（a）～（c）は、本発明の光学積層体の層構成を示す概略断面図の一例である。
【図２】有機ＥＬ表示装置の層構成を示す概略断面図の一例である。
【図３】実施例１～６、比較例１、２にて作製した光学積層体を用いた熱衝撃試験時の層
構成を示す概略断面図である。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　（用語および記号の定義）
　本明細書における用語および記号の定義は下記の通りである。
（１）突刺し弾性率
　フィルム面に対し突刺し冶具の先端を垂直に押圧し、破断が生じたときの、前記突刺し
冶具の先端から前記フィルムへ加えられた応力Ｆ（ｇ）と貫通穴または破断が生じるまで
にフィルムに生じたひずみ量Ｓ（ｍｍ）を用いて定義したフィルムの物性値であり、応力
ＦとひずみＳの間の比例定数（応力Ｆ／ひずみＳ）として表される。
　突刺し弾性率の測定には、ロードセルを備えた圧縮試験機で行うことができ、圧縮試験
機の例としては、カトーテック株式会社製の突き刺し試験機“ＮＤＧ５”、ハンディー圧
縮試験機“ＫＥＳ－Ｇ５”、株式会社島津製作所の小型卓上試験機　“ＥＺ Ｔｅｓｔ”
等を挙げられる。この様な圧縮試験機を用いてもとめられる応力―ひずみ曲線から、破断
が生じた際にフィルムに加えられた応力とそれまでにフィルムに生じたひずみ量を測定す
ることができる。
　突刺し冶具押圧時にフィルムに生じる破断には、冶具先端によりフィルムに貫通穴が生
じる場合も含まれる。
（２）配向層
　位相差層を形成する重合性液晶化合物の分子軸の方向を所望の位相差特性となるように
規制する能力を有する層を示す。重合性液晶化合物が硬化した層（位相差層）は、配向層
を介して基板上に形成される。配向層としては、配向性ポリマーを含む配向層、光配向膜
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及び表面に凹凸パターンや複数の溝を形成し配向させるグルブ配向層が挙げられる。
（３）垂直配向性
　位相差層を形成する重合性液晶化合物の分子軸の方向が、光学積層体を構成する各層の
積層面に対し、略垂直となった状態を示す。垂直配向性を示す位相差層として代表的なも
のとしてポジティブＣ層が挙げられる。
（４）屈折率（ｎｘ、ｎｙ、ｎｚ）
　「ｎｘ」は面内の屈折率が最大となる方向（すなわち、遅相軸方向）の屈折率であり、
「ｎｙ」は面内で遅相軸と直交する方向、「ｎｚ」は厚み方向の屈折率である。
（５）面内の位相差値
　面内の位相差値（Ｒｅ［λ］）は、２３℃、波長λ（ｎｍ）におけるフィルムの面内の
位相差値をいう。Ｒｅ［λ］は、フィルムの厚みをｄ（ｎｍ）としたとき、Ｒｅ［λ］＝
（ｎｘ－ｎｙ）×ｄによって求められる。
（６）厚み方向の位相差値
　面内の位相差値（Ｒｔｈ［λ］）は、２３℃、波長λ（ｎｍ）におけるフィルムの厚み
方向の位相差値をいう。Ｒｔｈ［λ］は、フィルムの厚みをｄ（ｎｍ）としたとき、Ｒｔ
ｈ［λ］＝（（ｎｘ＋ｎｙ）／２－ｎｚ）×ｄによって求められる。
【００１０】
＜光学積層体＞
　本発明の光学積層体は、位相差フィルムを有し、前記位相差フィルムの突刺し弾性率は
、５０ｇ／ｍｍ以下である。また、前記位相差フィルムは位相差層を有する。位相差層は
、重合性液晶化合物を含む組成物から構成される層を有することが好ましい。重合性液晶
化合物を含む組成物から構成される層とは、具体的には、重合性液晶化合物が硬化した層
を意味する。本明細書において、λ／２の位相差を与える層、λ／４の位相差を与える層
（ポジティブＡ層）及びポジティブＣ層等を総称して、位相差層ということがある。さら
に、位相差フィルムは後述の配向層を含んでいてもよい。
【００１１】
　以下、図１を参照して、本発明の光学積層体の層構成の一例を説明する。図１（ａ）に
示す光学積層体１００は、配向層１１の一方の面に位相差層１０が積層され、配向層１１
のもう一方の面に粘着剤層１２を備える層構成を有する。粘着剤層１２は、有機ＥＬ表示
素子等へ貼合するための粘着剤層であることができる。この光学積層体１００において、
位相差フィルム１は、位相差層１０と配向層１１とで構成されている。
【００１２】
　図１（ｂ）に示す光学積層体１０１は、図１（ａ）の位相差層１０の配向層１１と積層
される反対側の面に、接着剤層１３を介して第２の位相差フィルム２を積層した層構成を
有する。粘着剤層１２は、図１（ａ）と同様、有機ＥＬ表示素子等へ貼合するための粘着
剤層であることができる。この光学積層体１０１において、第１の位相差フィルム１は、
位相差層１０と配向層１１とで構成されている。
【００１３】
　図１（ｃ）に示す光学積層体１０２は、図１（ｂ）の第２の位相差フィルム２の第１の
位相差フィルム１と積層される反対側の面に、接着剤層または粘着剤層を介して偏光板３
を積層した層構成を有する。ここで、第２の位相差フィルム２と偏光板３とを貼合するた
めの接着剤層または粘着剤層については図示していない。粘着剤層１２は、図１（ａ）、
（ｂ）と同様、有機ＥＬ表示素子、タッチセンサ等へ貼合するための粘着剤層であること
ができる。この光学積層体１０２において、第１の位相差フィルム１は位相差層１０と配
向層１１とで構成されている。
【００１４】
　図１に示すように本発明の光学積層体は、位相差フィルムを２層以上有していてもよい
。光学積層体中に複数の位相差フィルムを備える場合は、少なくとも１つの位相差フィル
ムの突刺し弾性率が、５０ｇ／ｍｍ以下であればよいが、温度変化によるクラック発生を
抑制する観点から光学積層体中に含まれるすべての位相差フィルムの突刺し弾性率が、５
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０ｇ／ｍｍ以下であることが好ましい。
【００１５】
　位相差フィルムの位相差層を、重合性液晶化合物を含む組成物から構成される層（重合
性液晶化合物が硬化した層）とすると、本発明の突刺し弾性率５０ｇ／ｍｍ以下とするこ
とが容易となるので好ましい。また、位相差フィルムは、重合性液晶化合物を配向させる
ための配向層を有していてもよい。また、その製造段階においては、配向層を支持する基
材をさらに有していてもよい。
【００１６】
重合性液晶化合物は、重合性基を有する化合物であって、液晶状態となりうる化合物であ
る。重合性液晶化合物の重合性基同士が反応して重合性液晶化合物が重合することにより
、重合性液晶化合物が硬化する。
　重合性液晶化合物が硬化した層は例えば、基材に設けられた配向層上に形成される。前
記基材は、配向層を支持する機能を有し、長尺に形成されている基材であってもよい。こ
の基材は、離型性支持体として機能し、転写用の位相差層や配向層を支持することができ
る。さらに、その表面が剥離可能な程度の接着力を有するものが好ましい。前記基材とし
ては、透光性を有する（好ましくは光学的に透明な）熱可塑性樹脂、例えば、鎖状ポリオ
レフィン系樹脂（ポリプロピレン系樹脂等）、環状ポリオレフィン系樹脂（ノルボルネン
系樹脂等）のようなポリオレフィン系樹脂；トリアセチルセルロース、ジアセチルセルロ
ースのようなセルロース系樹脂；ポリエチレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレ
ートのようなポリエステル系樹脂；ポリカーボネート系樹脂；メタクリル酸メチル系樹脂
のような（メタ）アクリル系樹脂；ポリスチレン系樹脂；ポリ塩化ビニル系樹脂；アクリ
ロニトリル・ブタジエン・スチレン系樹脂；アクリロニトリル・スチレン系樹脂；ポリ酢
酸ビニル系樹脂；ポリ塩化ビニリデン系樹脂；ポリアミド系樹脂；ポリアセタール系樹脂
；変性ポリフェニレンエーテル系樹脂；ポリスルホン系樹脂；ポリエーテルスルホン系樹
脂；ポリアリレート系樹脂；ポリアミドイミド系樹脂；ポリイミド系樹脂；マレイミド系
樹脂等からなるフィルムであることができる。
【００１７】
　基材の厚みとしては、特に限定されないが、例えば２０μｍ以上２００μｍ以下の範囲
とすることが好ましい。基材の厚さが２０μｍ以上であると、強度が付与される。
【００１８】
　なお、基材は、種々のブロッキング防止処理が施されていてもよい。ブロッキング防止
処理としては、例えば、易接着処理、フィラー等を練り込ませる処理、エンボス加工（ナ
ーリング処理）等が挙げられる。このようなブロッキング防止処理を基材に対して施すこ
とによって、基材を巻き取る際の基材同士の張り付き、いわゆるブロッキングを効果的に
防止することができ、生産性高く光学フィルムを製造することが可能となる。
【００１９】
　重合性液晶化合物が硬化した層は、配向層を介して基材上に形成される。すなわち、基
材、配向層の順で積層され、重合性液晶化合物が硬化した層は前記配向層上に積層される
。
【００２０】
　なお、配向層は、垂直配向層に限らず、重合性液晶化合物の分子軸を水平配向させる配
向層であってもよく、重合性液晶化合物の分子軸を傾斜配向させる配向層であってもよい
。配向層としては、後述する重合性液晶化合物を含む組成物の塗工等により溶解しない溶
媒耐性を有し、また、溶媒の除去や液晶化合物の配向のための加熱処理における耐熱性を
有するものが好ましい。配向層としては、配向性ポリマーを含む配向層、光配向膜及び表
面に凹凸パターンや複数の溝を形成し配向させるグルブ配向層が挙げられる。配向層の厚
さは、通常１０ｎｍ～１００００ｎｍの範囲である。
【００２１】
　また、配向層は位相差層を支持する機能を有し、離型性支持体として機能してもよい。
転写用の位相差層を支持することができ、さらにその表面が剥離可能な程度の接着力を有
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するものでもよい。
【００２２】
　配向層に用いる樹脂としては、重合性化合物が重合した樹脂が用いられる。重合性化合
物は、重合性基を有する化合物であって、通常は、液晶状態とならない非液晶性の重合性
非液晶性化合物である。重合性化合物の重合性基同士が反応して重合性化合物が重合する
ことにより、樹脂となる。このような樹脂としては、位相差層の形成段階で重合性液晶化
合物を配向させるための配向層として利用し、位相差フィルムに含まれないものであれば
、公知の配向層の材料として用いられる樹脂であれば特に限定されるものではなく、従来
公知の単官能又は多官能の（メタ）アクリレート系モノマーを重合開始剤下で硬化させた
硬化物等を用いることができる。具体的に、（メタ）アクリレート系モノマーとしては、
例えば、２－エチルヘキシルアクリレート、シクロヘキシルアクリレート、ジエチレング
リコールモノ２－エチルヘキシルエーテルアクリレート、ジエチレングリコールモノフェ
ニルエーテルアクリレート、テトラエチレングリコールモノフェニルエーテルアクリレー
ト、トリメチロールプロパントリアクリレート、ラウリルアクリレート、ラウリルメタク
リレート、イソボルニルアクリレート、イソボルニルメタクリレート、２－フェノキシエ
チルアクリレート、テトラヒドロフルフリルアクリレート、２－ヒドロキシプロピルアク
リレート、ベンジルアクリレート、テトラヒドロフルフリルメタクリレート、２－ヒドロ
キシエチルメタクリレート、ベンジルメタクリレート、シクロヘキシルメタクリレート、
メタクリル酸、ウレタンアクリレート等を例示することができる。なお、樹脂としては、
これらの１種類であってもよいし、２種類以上の混合物であってもよい。
　配向層は、位相差層を形成した後、他光学フィルム等と積層させる工程の前後において
、基材とともに剥離除去することができる。
【００２３】
　また、基材との剥離性向上および位相差フィルムに膜強度を付与する目的で、位相差フ
ィルムに配向層を含めることができる。位相差フィルムが配向層を含む場合、突刺し弾性
率５０ｇ／ｍｍ以下とする観点から、配向層に用いる樹脂として単官能や２官能の（メタ
）アクリレート系モノマー、イミド系モノマーもしくはビニルエーテル系モノマーを硬化
させた硬化物等を用いることが好ましい。
単官能の（メタ）アクリレート系モノマーとしては、炭素数４から１６のアルキル（メタ
）アクリレート、炭素数２から１４のβカルボキシアルキル（メタ）アクリレート、炭素
数２から１４のアルキル化フェニル（メタ）アクリレート、メトキシポリエチレングリコ
ール（メタ）アクリレート、フェノキシポリエチレングリコール（メタ）アクリレート及
びイソボニル（メタ）アクリレート等が挙げられ、
２官能の（メタ）アクリレート系モノマーとしては、１，３－ブタンジオールジ（メタ）
アクリレート；１，３－ブタンジオール（メタ）アクリレート；１，６－ヘキサンジオー
ルジ（メタ）アクリレート；エチレングリコールジ（メタ）アクリレート；ジエチレング
リコールジ（メタ）アクリレート；ネオペンチルグリコールジ（メタ）アクリレート；ト
リエチレングリコールジ（メタ）アクリレート；テトラエチレングリコールジ（メタ）ア
クリレート；ポリエチレングリコールジアクリレート；ビスフェノールＡのビス（アクリ
ロイロキシエチル）エーテル；エトキシ化ビスフェノールＡジ（メタ）アクリレート；プ
ロポキシ化ネオペンチルグリコールジ（メタ）アクリレート；エトキシ化ネオペンチルグ
リコールジ（メタ）アクリレート及び３－メチルペンタンジオールジ（メタ）アクリレー
ト等が挙げられる。
また、イミド系モノマーを硬化させたイミド系樹脂としては、ポリアミド、ポリイミド等
が挙げられる。なお、イミド系樹脂としては、これらの１種類であってもよいし、２種類
以上の混合物であってもよい。
　また、配向層を形成する樹脂として、単官能や２官能の（メタ）アクリレート系モノマ
ー、イミド系モノマーおよびビニルエーテル系モノマー以外のモノマーを含んでいてもよ
いが、単官能や２官能の（メタ）アクリレート系モノマー、イミド系モノマーおよびビニ
ルエーテル系モノマーの含有割合が、総モノマー中で５０重量％以上であってもよく、５
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５重量％以上であることが好ましく、６０重量％以上であることがより好ましい。
【００２４】
　配向層が位相差フィルムに含まれる場合、配向層の厚さは、通常１０ｎｍ～１００００
ｎｍの範囲であり、位相差層の配向性がフィルム面に対し面内配向である場合、配向層の
厚みは、１０ｎｍ～１０００ｎｍであることが好ましく、配向層の配向性がフィルム面に
対し垂直配向である場合は、１００ｎｍ～１００００ｎｍであることが好ましい。配向層
の厚みが上記範囲内であると、基材の剥離性向上および適度な膜強度を付与することがで
きる。
【００２５】
　本実施形態で使用される重合性液晶化合物の種類については、特に限定されないものの
、その形状から、棒状タイプ（棒状液晶化合物）と円盤状タイプ（円盤状液晶化合物、デ
ィスコティック液晶化合物）とに分類できる。さらに、それぞれ低分子タイプと高分子タ
イプとがある。なお、高分子とは、一般に重合度が１００以上のものを言う（高分子物理
・相転移ダイナミクス、土井 正男著、２頁、岩波書店、１９９２）。
【００２６】
　本実施形態では、何れの重合性液晶化合物を用いることもできる。さらに、２種以上の
棒状液晶化合物や、２種以上の円盤状液晶化合物、又は棒状液晶化合物と円盤状液晶化合
物との混合物を用いてもよい。
【００２７】
　なお、棒状液晶化合物としては、例えば、特表平１１－５１３０１９号公報の請求項１
に記載のものを好適に用いることができる。円盤状液晶化合物としては、例えば、特開２
００７－１０８７３２号公報の段落［００２０］～［００６７］、又は、特開２０１０－
２４４０３８号公報の段落［００１３］～［０１０８］に記載のものを好適に用いること
ができる。
【００２８】
　重合性液晶化合物は、２種類以上を併用してもよい。その場合、少なくとも１種類が分
子内に２以上の重合性基を有している。すなわち、前記重合性液晶化合物が硬化した層は
、重合性基を有する液晶化合物が重合によって固定されて形成された層であることが好ま
しい。この場合、層となった後はもはや液晶性を示す必要はない。
【００２９】
　重合性液晶化合物は、重合反応をし得る重合性基を有する。重合性基としては、例えば
、重合性エチレン性不飽和基や環重合性基などの付加重合反応が可能な官能基が好ましい
。より具体的には、重合性基としては、例えば、（メタ）アクリロイル基、ビニル基、ス
チリル基、アリル基などを挙げることができる。その中でも、（メタ）アクリロイル基が
好ましい。なお、（メタ）アクリロイル基とは、メタアクリロイル基及びアクリロイル基
の両者を包含する概念である。
【００３０】
　重合性液晶化合物が硬化した層は、後述するように、重合性液晶化合物を含む組成物を
、例えば配向層上に塗工し、活性エネルギー線を照射することによって形成することがで
きる。前記組成物には、上述した重合性液晶化合物以外の成分が含まれていてもよい。例
えば、前記組成物には、重合開始剤が含まれていることが好ましい。使用される重合開始
剤は、重合反応の形式に応じて、例えば、熱重合開始剤や光重合開始剤が選択される。例
えば、光重合開始剤としては、α－カルボニル化合物、アシロインエーテル、α－炭化水
素置換芳香族アシロイン化合物、多核キノン化合物、トリアリールイミダゾールダイマー
とｐ－アミノフェニルケトンとの組み合わせなどが挙げられる。重合開始剤の使用量は、
前記塗工液中の全固形分に対して、０．０１～２０質量％であることが好ましく、０．５
～５質量％であることがより好ましい。
　本発明における「硬化した」とは、形成された層単独でも変形、流動することなく自立
して存在できる状態を示し、形成された層の突刺し弾性率は、通常３ｇ／ｍｍ以上である
。
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【００３１】
　また、前記組成物には、塗工膜の均一性及び膜の強度の点から、重合性モノマーが含ま
れていてもよい。重合性モノマーとしては、ラジカル重合性又はカチオン重合性の化合物
が挙げられる。その中でも、多官能性ラジカル重合性モノマーが好ましい。
【００３２】
　なお、重合性モノマーとしては、上述した重合性液晶化合物と共重合することができる
ものが好ましい。重合性モノマーの使用量は、重合性液晶化合物の全質量に対して、１～
５０質量％であることが好ましく、２～３０質量％であることがより好ましい。
【００３３】
　また、前記組成物には、塗工膜の均一性及び膜の強度の点から、界面活性剤が含まれて
いてもよい。界面活性剤としては、従来公知の化合物が挙げられる。その中でも特に、フ
ッ素系化合物が好ましい。
【００３４】
　また、前記組成物には、溶媒が含まれていてもよく、有機溶媒が好ましく用いられる。
有機溶媒としては、例えば、アミド（例、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド）、スルホキシ
ド（例、ジメチルスルホキシド）、ヘテロ環化合物（例、ピリジン）、炭化水素（例、ベ
ンゼン、ヘキサン）、アルキルハライド（例、クロロホルム、ジクロロメタン）、エステ
ル（例、酢酸メチル、酢酸エチル、酢酸ブチル）、ケトン（例、アセトン、メチルエチル
ケトン）、エーテル（例、テトラヒドロフラン、１，２－ジメトキシエタン）が挙げられ
る。その中でも、アルキルハライド、ケトンが好ましい。また、２種類以上の有機溶媒を
併用してもよい。
【００３５】
　また、前記組成物には、偏光子界面側垂直配向剤、空気界面側垂直配向剤などの垂直配
向促進剤、並びに、偏光子界面側水平配向剤、空気界面側水平配向剤などの水平配向促進
剤といった各種配向剤が含まれていてもよい。さらに、前記組成物には、上記成分以外に
も、密着改良剤、可塑剤、ポリマーなどが含まれていてもよい。
【００３６】
　上記活性エネルギー線は、紫外線、可視光、電子線、Ｘ線を含み、好ましくは紫外線で
ある。前記活性エネルギー線の光源としては、例えば、低圧水銀ランプ、中圧水銀ランプ
、高圧水銀ランプ、超高圧水銀ランプ、キセノンランプ、ハロゲンランプ、カーボンアー
ク灯、タングステンランプ、ガリウムランプ、エキシマレーザー、波長範囲３８０～４４
０ｎｍを発光するＬＥＤ光源、ケミカルランプ、ブラックライトランプ、マイクロウェー
ブ励起水銀灯、メタルハライドランプ等が挙げられる。
【００３７】
　紫外線の照射強度は、通常、紫外線Ｂ波（波長域２８０～３１０nm）の場合、１００ｍ
Ｗ／ｃｍ２～３，０００ｍＷ／ｃｍ２である。紫外線照射強度は、好ましくはカチオン重
合開始剤又はラジカル重合開始剤の活性化に有効な波長領域における強度である。紫外線
を照射する時間は、通常０．１秒～１０分であり、好ましくは０．１秒～５分であり、よ
り好ましくは０．１秒～３分であり、さらに好ましくは０．１秒～１分である。
【００３８】
　紫外線は、１回または複数回に分けて照射することができる。使用する重合開始剤にも
よるが、波長３６５ｎｍにおける積算光量は、７００ｍＪ／ｃｍ２以上とすることが好ま
しく、１，１００ｍＪ／ｃｍ２以上とすることがより好ましく、１，３００ｍＪ／ｃｍ２

以上とすることがさらに好ましい。上記積算光量とすることは、位相差フィルムを構成す
る重合性液晶化合物の重合率を高め、耐熱性を向上させるのに有利である。波長３６５ｎ
ｍにおける積算光量は、２，０００ｍＪ／ｃｍ２以下とすることが好ましく、１，８００
ｍＪ／ｃｍ２以下とすることがより好ましい。上記積算光量とすることは、位相差フィル
ムの着色を招くおそれがある。また、紫外線の照射後に、冷却工程を設けてもよい。冷却
温度は、例えば、２０℃以下とすることができ、１０℃以下とすることができる。冷却時
間は、例えば、１０秒間以上とすることができ、２０秒間以上とすることができる。
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【００３９】
　本実施形態において位相差層の厚みは、０．５μｍ以上であることが好ましい。また、
前記位相差層の厚みは、１０μｍ以下であることが好ましく、５μｍ以下であることがよ
り好ましい。なお、上述した上限値及び下限値は、任意に組み合わせることができる。位
相差層の厚みが前記下限値以上であると、十分な耐久性が得られる。位相差層の厚みが前
記上限値以下であると、光学積層体の薄層化に貢献し得る。位相差層の厚みは、λ／４の
位相差を与える層、λ／２の位相差を与える層、又はポジティブＣ層の所望の面内位相差
値、及び厚み方向の位相差値が得られるよう調整され得る。
　位相差フィルム中には、それぞれ別の異なる位相差特性を有する複数の位相差層が積層
されたものが含まれていてもよい。それぞれの位相差層は、接着剤や粘着剤を介して積層
してもよいし、すでに形成された位相差層の表面に重合性液晶化合物を含む組成物を塗工
し、硬化させてもよい。
【００４０】
　位相差フィルムが、重合性液晶化合物が硬化した位相差層のみから形成される場合、突
刺し弾性率を大幅に小さくすることができるため、熱衝撃によるクラック発生を抑えるこ
とができるので好ましい。位相差フィルムが、重合性液晶化合物が硬化した位相差層のみ
から形成される場合、位相差フィルムの突刺し弾性率は、例えば４０ｇ／ｍｍ以下や３５
ｇ／ｍｍ以下であることができ、好ましくは３０ｇ／ｍｍ以下、より好ましくは２５ｇ／
ｍｍ以下、さらに好ましくは１５ｇ／ｍｍ以下であり、通常３ｇ／ｍｍ以上である。膜強
度を保持する観点から突刺し弾性率は７ｇ／ｍｍ以上であることが好ましい。
【００４１】
　一方、位相差フィルムは、重合性液晶化合物が硬化した位相差層と配向層から形成され
る場合、温度変化よるクラック抑制と適度な基材との剥離性および膜強度を維持する観点
から、位相差フィルムの突刺し弾性率の下限値は、好ましくは１５ｇ／ｍｍ以上、より好
ましくは２０ｇ／ｍｍ以上であり、上限値としては５０ｇ／ｍｍ以下、好ましくは４０ｇ
／ｍｍ以下、さらに好ましくは３０ｇ／ｍｍ以下（通常５ｇ／ｍｍ以上）とすることがで
きる。
【００４２】
上記のとおり、本発明の位相差フィルムは、位相差層のみから構成されていてもよいし、
位相差層と配向層とから構成されていてもよいが、この位相差フィルムは、以下の計算式
（Ａ）

で示される重合性基量Ｎが０．６７以下、さらには０．６４以下であることが好ましい。
重合性基量Ｎは通常０．０１以上、好ましくは０．０３以上である。
ここで、
ＡＬは、位相差フィルムを構成する配向層を構成する樹脂を構成する重合性化合物に由来
する構成単位の種類数を示す。なお、位相差フィルムが位相差層のみから構成されている
場合には、ＡＬ＝０である。
Ｃｗｉは、配向層を構成する樹脂における重合性化合物に由来する全構成単位を基準とし
て、重合性化合物ｉに由来する構成単位の含有量（質量％）を示し、
Ｍｉは、配向層を構成する重合性化合物ｉの分子量を示し、
Ｎｉは、配向層を構成する重合性化合物ｉが有する重合性基の数を示す。
ＬＣは、位相差層が重合性液晶化合物の硬化した層である場合に、位相差層を構成する重
合性液晶化合物に由来する構成単位の種類数を示す。
Ｃｗｊは、位相差層における重合性液晶化合物に由来する全構成単位を基準として、重合
性液晶化合物ｊに由来する構成単位の含有量（質量％）を示し、
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Ｍｊは、位相差層を構成する重合性液晶化合物ｊの分子量を示し、
Ｎｊは、位相差層を構成する重合性液晶化合物ｉが有する重合性基の数を示す。
ＬＡＬは配向層の厚さ（μｍ）を示し、ＬＬＣは位相差層の厚さ（μｍ）を示す。Ｌｔｏ

ｔａｌは、ＬＡＬとＬＬＣとの和を示す。
【００４３】
　光学積層体が積層された表示装置の使用環境下において、温度変化が生じると光学積層
体を構成する位相差フィルム、他光学フィルムや接着剤、粘着剤層において膨張、収縮が
生じる。他構成部材の膨張、収縮による寸法変化の影響が位相差フィルムに集中し易い。
温度変化による他部材の寸法変化に対し、位相差フィルムが追従できなくなり、位相差フ
ィルムを起点としたクラックが生じやすい。
　この様な温度変化によるクラックは、位相差フィルムが１０μｍ以下の薄膜である場合
や位相差フィルムが、重合性液晶化合物が硬化した位相差層を有する場合に生じやすい。
特に位相差フィルムが位相差層または位相差層と配向層から形成され、位相差層または配
向層に直接粘着剤や接着剤層が積層された場合にクラックが生じやすく、位相差層の配向
性が、ポジティブＣ層の様な垂直配向性を有する場合は、その傾向が顕著となることがあ
る。
　本願の光学積層体は、その構成要素である位相差フィルムの突刺し弾性率を５０ｇ／ｍ
ｍ以下とすることにより、前述の温度変化による他部材の寸法変化に対しても位相差フィ
ルムが追従でき、上述のクラックが生じやすい位相差フィルムや光学積層体の構成でも好
適にその発生を抑制することができる。
【００４４】
　本願の光学積層体は、２つ以上の位相差フィルムを有してもよい。光学積層体が、位相
差フィルムを２層含む場合、２層はλ／４の位相差を与える層およびポジティブＣ層、ま
たはλ／４の位相差を与える層およびλ／２の位相差を与える層であることが好ましい。
光学積層体が、位相差フィルムを２層含む場合、それぞれの位相差フィルムの位相差層を
接着剤層や粘着剤層を介して積層してもよい。光学積層体の薄膜化の観点から複数の層を
積層した位相差フィルムの厚みは、３～３０μｍであることが好ましく、５～２５μｍで
あることがより好ましい。
【００４５】
　光学積層体の構成において、２つ以上の位相差フィルムを有し、それら位相差フィルム
の少なくとも一つが、重合性液晶化合物が硬化した垂直配向性を示す位相差層を有する場
合、熱衝撃によりクラックがより発生しやすい傾向がある。特に活性エネルギー線硬化性
接着剤を介して位相差フィルム同士が積層され、且つその接着剤層の貯蔵弾性率が３００
０ＭＰａ以上である場合にクラックの発生が顕著となることがある。光学積層体が二つの
位相差フィルムを有する場合の位相差特性の組み合わせとしては、例えば、位相差層がλ
／４の位相差を与える層を有する位相差フィルムと垂直配向性を与える層を有する位相差
フィルムの組み合わせが挙げられる。この様な構成の光学積層体でも、位相差フィルムの
突刺し弾性率を本願で規定する範囲とすることにより、効率的にクラックの発生を抑制す
ることができる。
【００４６】
　位相差フィルム中に配向層が含まれる場合は、配向層の鉛筆硬度やスチールウール硬度
等の耐摩耗性評価を熱衝撃によるクラック抑制の指標として用いることができる。
　例えば鉛筆硬度は、ＪＩＳ　Ｋ　５６００－５－４：１９９９に準じて求められ、各硬
度の鉛筆を用いて引っかいたときに傷が生じない最も硬い鉛筆の硬度で表される。配向層
の鉛筆硬度は、３Ｂ以下とすると熱衝撃によるクラック発生を抑制することができるので
好ましい。
　他指標としてのスチールウール硬度は、例えばスチールウール試験機（大栄精機社製）
にて、クリーンルーム用ワイパー（旭化成株式会社製　ＢＥＭＣＯＴ　ＡＺ-８）を試験
対象の表面にそれぞれ５００ｇの荷重で接触させ、４０ｒ／ｍｉｎの速度で４往復摩耗試
験を行い、目視にて確認されたキズの本数にて示すことができる。配向層に対するスチー



(11) JP 2020-24364 A 2020.2.13

10

20

30

40

50

ルウール試験にて測定されるキズの本数は、熱衝撃によるクラック発生を抑制するうえで
、４本以上であることが好ましく、８本以上であることがさらに好ましい。
　取り扱い性や有機ＥＬ表示装置等の表示装置の視認性の観点から、鉛筆硬度は通常５Ｂ
以上であり、スチールウール試験で測定されるキズの本数は、通常５０本以下であり、２
０本以下であることが好ましく、１０本以下であることがより好ましい。
【００４７】
　上記位相差フィルムの光弾性係数は、好ましくは３～１００×１０－１３Ｐａ－１、よ
り好ましくは５～７０×１０－１３Ｐａ－１であり、さらに好ましくは１５～６０×１０
－１３Ｐａ－１であり、よりさらに好ましくは２０～６０×１０－１３Ｐａ－１である。
なお、光弾性係数は、例えば、位相差測定装置ＫＯＢＲＡ－ＷＰＲ（王子計測機器株式会
社製）を用いて、サンプル（サイズ１ｃｍ×１０ｃｍ）の両端を挟持して応力（０．５Ｎ
～３Ｎ）をかけながら、サンプル中央の位相差値（２３℃／波長５５０ｎｍ）を測定し、
応力と位相差値の関数の傾きから算出することができる。
【００４８】
　光学積層体は、図１に示した層以外の層を有することができる。光学積層体がさらに有
していてもよい層としては、前面板、遮光パターン、偏光板などの光学機能層や、他光学
機能層と積層させるための接着剤層や粘着剤層、タッチセンサ等が挙げられる。前面板は
、偏光板３における位相差フィルムが積層された側とは反対側に配置されることができる
。遮光パターンは、前面板における偏光板側の面上に形成することができる。遮光パター
ンは、画像表示装置の額縁（非表示領域）に形成され、画像表示装置の配線が使用者に視
認されないようにすることができる。タッチセンサは、粘着剤層１２を介して、光学積層
体に積層されることができる。
【００４９】
　光学積層体の主面の形状は、実質的に矩形であることができる。主面とは表示面に対応
する最も広い面積を有する面を意味する。実質的に矩形であるとは、４つの隅（角部）の
うち少なくとも１つの角部が鈍角となるように切除された形状や丸みを設けた形状であっ
たり、主面に垂直な端面の一部が面内方向に窪んだ凹み部（切り欠け）を有したり、主面
内の一部が、円形、楕円形、多角形及びそれらの組合せ等の形状にくり抜かれた穴あき部
を有したりしてもよいことをいう。
【００５０】
　光学積層体の大きさは特に限定されない。光学積層体が実質的に矩形である場合、長辺
の長さは６ｃｍ以上３５ｃｍ以下であることが好ましく、１０ｃｍ以上３０ｃｍ以下であ
ることがより好ましく、短辺の長さは５ｃｍ以上３０ｃｍ以下であることが好ましく、６
ｃｍ以上２５ｃｍ以下であることがより好ましい。
【００５１】
　光学積層体の厚さは、通常５０～５００μｍであるが、薄膜化の観点から、１５０μｍ
以下が好ましく、１０５μｍ以下がより好ましいが、光学積層体の厚さが１０５μｍ以下
となると熱衝撃を受けた際、位相差フィルムを起点としたクラックが光学積層体全体に広
がりやすい。
　この様な薄膜の光学積層体となっても、位相差フィルムの突刺し弾性率を本願で規定す
る範囲とすることにより、温度変化によるクラック発生を好適に抑制することができる。
【００５２】
　本願の位相差フィルムは、熱衝撃によるクラック発生を抑えるという観点から、基材付
きのカール量を低減させた方がよい。カール量は基材付きの構成で、１０ｃｍ×１０ｃｍ
角に切り出し、２３℃５５％に２４時間調湿後に測定することができる。カール量は、基
材の種類、厚みによって異なるが、基材が１５～２５μｍ（例えば２０μｍ）の環状ポリ
オレフィン系樹脂（ＣＯＰ）フィルムの場合、４辺のカール量の平均値として、１０ｍｍ
以下が好ましく、さら５ｍｍ以下が好ましい。
【００５３】
＜偏光板＞



(12) JP 2020-24364 A 2020.2.13

10

20

30

40

50

　本発明において偏光板とは、偏光子単独、または、偏光子の少なくとも１つの面に貼合
された保護フィルムとからなる積層体のことをいう。偏光フィルムが備える保護フィルム
は、後述のハードコート層、反射防止層、帯電防止層などの表面処理層を有していてもよ
い。偏光子と保護フィルムとは、例えば接着剤層や粘着剤層を介して積層することができ
る。偏光板が備える部材について、以下に説明する。
【００５４】
　（１）偏光子
　偏光板が備える偏光子は、その吸収軸に平行な振動面をもつ直線偏光を吸収し、吸収軸
に直交する（透過軸と平行な）振動面をもつ直線偏光を透過する性質を有する吸収型の偏
光子であることができる。第１の層が有する偏光子としては、一軸延伸されたポリビニル
アルコール系樹脂フィルムに二色性色素を吸着配向させた偏光子を好適に用いることがで
きる。偏光子は、例えば、ポリビニルアルコール系樹脂フィルムを一軸延伸する工程；ポ
リビニルアルコール系樹脂フィルムを二色性色素で染色することにより二色性色素を吸着
させる工程；二色性色素が吸着されたポリビニルアルコール系樹脂フィルムをホウ酸水溶
液等の架橋液で処理する工程；及び、架橋液による処理後に水洗する工程を含む方法によ
って製造できる。
【００５５】
　ポリビニルアルコール系樹脂としては、ポリ酢酸ビニル系樹脂をケン化したものを用い
ることができる。ポリ酢酸ビニル系樹脂としては、酢酸ビニルの単独重合体であるポリ酢
酸ビニルの他、酢酸ビニルと共重合可能な他の単量体との共重合体等が挙げられる。酢酸
ビニルに共重合可能な他の単量体の例は、不飽和カルボン酸類、オレフィン類、ビニルエ
ーテル類、不飽和スルホン酸類、及びアンモニウム基を有する（メタ）アクリルアミド類
等を含む。
【００５６】
　本明細書において「（メタ）アクリル」とは、アクリル及びメタクリルから選択される
少なくとも一方を意味する。「（メタ）アクリロイル」、「（メタ）アクリレート」等に
おいても同様である。
【００５７】
　ポリビニルアルコール系樹脂のケン化度は通常、８５～１００ｍｏｌ％であり、９８ｍ
ｏｌ％以上が好ましい。ポリビニルアルコール系樹脂は変性されていてもよく、例えば、
アルデヒド類で変性されたポリビニルホルマール又はポリビニルアセタール等を用いるこ
ともできる。ポリビニルアルコール系樹脂の平均重合度は通常、１０００～１００００で
あり、１５００～５０００が好ましい。ポリビニルアルコール系樹脂の平均重合度は、Ｊ
ＩＳ　Ｋ　６７２６に準拠して求めることができる。
【００５８】
　このようなポリビニルアルコール系樹脂を製膜したものが、偏光子（偏光子）の原反フ
ィルムとして用いられる。ポリビニルアルコール系樹脂を製膜する方法は、特に限定され
るものではなく、公知の方法が採用される。ポリビニルアルコール系原反フィルムの厚み
は特に制限されないが、偏光子の厚みを１５μｍ以下とするためには、５～３５μｍのも
のを用いることが好ましい。より好ましくは、２０μｍ以下である。
【００５９】
　ポリビニルアルコール系樹脂フィルムの一軸延伸は、二色性色素の染色前、染色と同時
、又は染色の後に行うことができる。一軸延伸を染色の後で行う場合、この一軸延伸は、
架橋処理の前又は架橋処理中に行ってもよい。また、これらの複数の段階で一軸延伸を行
ってもよい。
【００６０】
　一軸延伸にあたっては、周速の異なるロール間で一軸に延伸してもよいし、熱ロールを
用いて一軸に延伸してもよい。また一軸延伸は、大気中で延伸を行う乾式延伸であっても
よいし、溶剤や水を用いてポリビニルアルコール系樹脂フィルムを膨潤させた状態で延伸
を行う湿式延伸であってもよい。延伸倍率は通常、３～８倍である。
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【００６１】
　ポリビニルアルコール系樹脂フィルムを二色性色素で染色する方法としては、例えば、
該フィルムを二色性色素が含有された水溶液に浸漬する方法が採用される。二色性色素と
しては、ヨウ素や二色性有機染料が用いられる。なお、ポリビニルアルコール系樹脂フィ
ルムは、染色処理の前に水への浸漬処理を施しておくことが好ましい。
【００６２】
　二色性色素による染色後の架橋処理としては通常、染色されたポリビニルアルコール系
樹脂フィルムをホウ酸含有水溶液に浸漬する方法が採用される。二色性色素としてヨウ素
を用いる場合、このホウ酸含有水溶液は、ヨウ化カリウムを含有することが好ましい。
【００６３】
　偏光子の厚みは、通常３０μｍ以下であり、好ましくは１５μｍ以下であり、より好ま
しくは１３μｍ以下であり、さらに好ましくは１０μｍ以下であり、特に好ましくは８μ
ｍ以下である。偏光子の厚みは、通常２μｍ以上であり、３μｍ以上であることが好まし
い。
【００６４】
　偏光子としては、例えば特開２０１６－１７０３６８号公報に記載されるように、液晶
化合物が重合した硬化膜中に、二色性色素が配向したものを使用してもよい。二色性色素
としては、波長３８０～８００ｎｍの範囲内に吸収を有するものを用いることができ、有
機染料を用いることが好ましい。二色性色素として、例えば、アゾ化合物が挙げられる。
液晶化合物は、配向したまま重合することができる液晶化合物であり、分子内に重合性基
を有することができる。また、ＷＯ２０１１／０２４８９１に記載されるように、液晶性
を有する二色性色素から偏光子を形成してもよい。
【００６５】
　偏光子の収縮力は、好ましくは２．０Ｎ／２ｍｍ以下であり、より好ましくは１．８Ｎ
／ｍｍ以下であり、さらに好ましくは１．５Ｎ以下である。
【００６６】
　（２）保護フィルム
　本発明の偏光板は、偏光子の少なくとも1つの面に保護フィルムを有していてもよい。
偏光子と位相差フィルムの間に保護フィルムを有する場合は、負の複屈折性を持つことが
好ましい。ここで、負の複屈折性とは、樹脂の延伸方向と垂直な方向に遅相軸が発現する
ことを意味する。位相差フィルムとしては、正の複屈折性を持つ位相差層を含むものを用
いることから、偏光子の熱収縮に伴う位相差フィルムの位相差発現とは逆の位相差が発現
されるため、色変化が小さくなると考えられる。ここで、正の複屈折性とは、位相差フィ
ルムの延伸方向と平行な方向に遅相軸が発現することを意味する。
【００６７】
　偏光子に積層される保護フィルムは、透光性を有する（好ましくは光学的に透明な）熱
可塑性樹脂、例えば、鎖状ポリオレフィン系樹脂（ポリプロピレン系樹脂等）、環状ポリ
オレフィン系樹脂（ノルボルネン系樹脂等）のようなポリオレフィン系樹脂；トリアセチ
ルセルロース、ジアセチルセルロースのようなセルロース系樹脂；ポリエチレンテレフタ
レート、ポリブチレンテレフタレートのようなポリエステル系樹脂；ポリカーボネート系
樹脂；メタクリル酸メチル系樹脂のような（メタ）アクリル系樹脂；ポリスチレン系樹脂
；ポリ塩化ビニル系樹脂；アクリロニトリル・ブタジエン・スチレン系樹脂；アクリロニ
トリル・スチレン系樹脂；ポリ酢酸ビニル系樹脂；ポリ塩化ビニリデン系樹脂；ポリアミ
ド系樹脂；ポリアセタール系樹脂；変性ポリフェニレンエーテル系樹脂；ポリスルホン系
樹脂；ポリエーテルスルホン系樹脂；ポリアリレート系樹脂；ポリアミドイミド系樹脂；
ポリイミド系樹脂；マレイミド系樹脂等からなるフィルムであることができる。
【００６８】
　特に、偏光子と位相差フィルムの間に用いる保護フィルムは、負の複屈折性を持つもの
を用いることが好ましい。つまり、（メタ）アクリル系樹脂、ポリスチレン系樹脂、マレ
イミド系樹脂からなる群から選ばれる少なくとも１種を含むフィルムを用いることが好ま
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しい。このような樹脂フィルムを保護フィルムとして用いることで、異形形状に加工した
場合でも、耐久性に優れた偏光板とすることができる。
【００６９】
　（メタ）アクリル系樹脂は、（メタ）アクリロイル基を有する化合物を主な構成モノマ
ーとする樹脂である。（メタ）アクリル系樹脂の具体例は、例えば、ポリメタクリル酸メ
チルのようなポリ（メタ）アクリル酸エステル；メタクリル酸メチル－（メタ）アクリル
酸共重合体；メタクリル酸メチル－（メタ）アクリル酸エステル共重合体；メタクリル酸
メチル－アクリル酸エステル－（メタ）アクリル酸共重合体；（メタ）アクリル酸メチル
－スチレン共重合体（ＭＳ樹脂等）；メタクリル酸メチルと脂環族炭化水素基を有する化
合物との共重合体（例えば、メタクリル酸メチル－メタクリル酸シクロヘキシル共重合体
、メタクリル酸メチル－（メタ）アクリル酸ノルボルニル共重合体等）を含む。好ましく
は、ポリ（メタ）アクリル酸メチルのようなポリ（メタ）アクリル酸Ｃ1-6アルキルエス
テルを主成分とする重合体が用いられ、より好ましくは、メタクリル酸メチルを主成分（
５０～１００重量％、好ましくは７０～１００重量％）とするメタクリル酸メチル系樹脂
が用いられる。
【００７０】
前記（メタ）アクリル系樹脂フィルムの波長５９０ｎｍにおける面内の位相差値Ｒｅは、
好ましくは１０ｎｍ以下であり、より好ましくは７ｎｍ以下であり、さらに好ましくは５
ｎｍ以下であり、特に好ましくは３ｎｍ以下であり、最も好ましくは１ｎｍ以下である。
波長５９０ｎｍにおける（メタ）アクリル系樹脂フィルムの厚み方向の位相差値Ｒｔｈは
、好ましくは１５ｎｍ以下であり、より好ましくは１０ｎｍ以下であり、さらに好ましく
は５ｎｍ以下であり、特に好ましくは３ｎｍ以下であり、最も好ましくは１ｎｍ以下であ
る。面内の位相差値および厚み方向の位相差値がこのような範囲であれば、位相差フィル
ムの特性を損なうことなく、耐熱試験時における色変化を抑制することができる。面内の
位相差値および厚み方向の位相差値をこのような範囲とするためには、例えば、後述のグ
ルタルイミド構造を有する（メタ）アクリル系樹脂を用いて得ることができる。
【００７１】
前記（メタ）アクリル系樹脂は、負の複屈折性を持つ範囲で好ましくは、正の複屈折を発
現する構造単位を有していてもよい。正の複屈折を発現する構造単位と負の複屈折を発現
する構造単位とを有していれば、その存在比を調整して、（メタ）アクリル系樹脂フィル
ムの位相差を制御することができ、低位相差の（メタ）アクリル系樹脂フィルムを得るこ
とができる。正の複屈折を発現する構造単位としては、例えば、ラクトン環、ポリカーボ
ネート、ポリビニルアルコール、酢酸セルロース、ポリエステル、ポリアリレート、ポリ
イミド、ポリオレフィン等を構成する構造単位、後述の一般式（１）で示される構造単位
が挙げられる。負の複屈折を発現する構造単位としては、例えば、スチレン系モノマー、
マレイミド系モノマー等を由来とする構造単位、ポリメチルメタクリレートの構造単位、
後述の一般式（３）で示される構造単位等が挙げられる。
【００７２】
前記（メタ）アクリル系樹脂として、ラクトン環構造またはグルタルイミド構造を有する
（メタ）アクリル系樹脂が好ましく用いられる。ラクトン環構造またはグルタルイミド構
造を有する（メタ）アクリル系樹脂は耐熱性に優れる。より好ましくは、グルタルイミド
構造を有する（メタ）アクリル系樹脂である。グルタルイミド構造を有する（メタ）アク
リル系樹脂を用いれば、上記のように、低透湿、かつ、位相差および紫外線透過率の小さ
い（メタ）アクリル系樹脂フィルムを得ることができる。グルタルイミド構造を有する（
メタ）アクリル系樹脂（以下、グルタルイミド樹脂とも称する）は、例えば、特開２００
６－３０９０３３号公報、特開２００６－３１７５６０号公報、特開２００６－３２８３
２９号公報、特開２００６－３２８３３４号公報、特開２００６－３３７４９１号公報、
特開２００６－３３７４９２号公報、特開２００６－３３７４９３号公報、特開２００６
－３３７５６９号公報、特開２００７－００９１８２号公報、特開２００９－１６１７４
４号公報に記載されている。これらの記載は、本明細書に参考として援用される。
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【００７３】
好ましくは、上記グルタルイミド樹脂は、下記一般式（１）で表される構造単位（以下、
グルタルイミド単位とも称する）と、下記一般式（２）で表される構造単位（以下、（メ
タ）アクリル酸エステル単位とも称する）とを含む。
【００７４】
【化１】

式（１）において、Ｒ１およびＲ２は、それぞれ独立して、水素または炭素数１～８のア
ルキル基であり、Ｒ３は、水素、炭素数１～１８のアルキル基、炭素数３～１２のシクロ
アルキル基、または炭素数５～１５の芳香環を含む置換基である。式（２）において、Ｒ
４およびＲ５は、それぞれ独立して、水素または炭素数１～８のアルキル基であり、Ｒ６

は、水素、炭素数１～１８のアルキル基、炭素数３～１２のシクロアルキル基、または炭
素数５～１５の芳香環を含む置換基である。
【００７５】
グルタルイミド樹脂は、必要に応じて、下記一般式（３）で表される構造単位（以下、芳
香族ビニル単位とも称する）をさらに含んでいてもよい。
【００７６】

【化２】

【００７７】
式（３）において、Ｒ７は、水素または炭素数１～８のアルキル基であり、Ｒ８は、炭素
数６～１０のアリール基である。
【００７８】
上記一般式（１）において、好ましくは、Ｒ１およびＲ２は、それぞれ独立して、水素ま
たはメチル基であり、Ｒ３は水素、メチル基、ブチル基、またはシクロヘキシル基であり
、さらに好ましくは、Ｒ１はメチル基であり、Ｒ２は水素であり、Ｒ３はメチル基である
。
【００７９】
　上記グルタルイミド樹脂は、グルタルイミド単位として、単一の種類のみを含んでいて
もよいし、上記一般式（１）におけるＲ１、Ｒ２、およびＲ３が異なる複数の種類を含ん
でいてもよい。
【００８０】
グルタルイミド単位は、上記一般式（２）で表される（メタ）アクリル酸エステル単位を
イミド化することにより、形成することができる。また、グルタルイミド単位は、無水マ
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レイン酸等の酸無水物、または、このような酸無水物と炭素数１～２０の直鎖または分岐
のアルコールとのハーフエステル；アクリル酸、メタクリル酸、マレイン酸、無水マレイ
ン酸、イタコン酸、無水イタコン酸、クロトン酸、フマル酸、シトラコン酸等のα，β－
エチレン性不飽和カルボン酸等をイミド化することによっても、形成することができる。
【００８１】
　上記一般式（２）において、好ましくは、Ｒ４およびＲ５は、それぞれ独立して、水素
またはメチル基であり、Ｒ６は水素またはメチル基であり、さらに好ましくは、Ｒ４は水
素であり、Ｒ５はメチル基であり、Ｒ６はメチル基である。
【００８２】
上記グルタルイミド樹脂は、（メタ）アクリル酸エステル単位として、単一の種類のみを
含んでいてもよいし、上記一般式（２）におけるＲ４、Ｒ５、およびＲ６が異なる複数の
種類を含んでいてもよい。
【００８３】
上記グルタルイミド樹脂は、上記一般式（３）で表される芳香族ビニル単位として、好ま
しくはスチレン、α－メチルスチレン等を含み、さらに好ましくはスチレンを含む。この
ような芳香族ビニル単位を有することにより、グルタルイミド構造の正の複屈折性を低減
し、より低位相差の（メタ）アクリル系樹脂フィルムを得ることができる。
【００８４】
上記グルタルイミド樹脂は、芳香族ビニル単位として、単一の種類のみを含んでいてもよ
いし、Ｒ７およびＲ８が異なる複数の種類を含んでいてもよい。
【００８５】
上記グルタルイミド樹脂における上記グルタルイミド単位の含有量は、例えばＲ３の構造
等に依存して変化させることが好ましい。グルタルイミド単位の含有量は、グルタルイミ
ド樹脂の総構造単位を基準として、好ましくは１重量％～８０重量％であり、より好まし
くは１重量％～７０重量％であり、さらに好ましくは１重量％～６０重量％であり、特に
好ましくは１重量％～５０重量％である。グルタルイミド単位の含有量がこのような範囲
であれば、耐熱性に優れた低位相差の（メタ）アクリル系樹脂フィルムが得られ得る。
【００８６】
上記グルタルイミド樹脂における上記芳香族ビニル単位の含有量は、目的や所望の特性に
応じて適切に設定され得る。用途によっては、芳香族ビニル単位の含有量は０であっても
よい。芳香族ビニル単位が含まれる場合、その含有量は、グルタルイミド樹脂のグルタル
イミド単位を基準として、好ましくは１０重量％～８０重量％であり、より好ましくは２
０重量％～８０重量％であり、さらに好ましくは２０重量％～６０重量％であり、特に好
ましくは２０重量％～５０重量％である。芳香族ビニル単位の含有量がこのような範囲で
あれば、低位相差、かつ、耐熱性および機械的強度に優れた（メタ）アクリル系樹脂フィ
ルムが得られ得る。
【００８７】
上記グルタルイミド樹脂には、必要に応じて、グルタルイミド単位、（メタ）アクリル酸
エステル単位、および芳香族ビニル単位以外のその他の構造単位がさらに共重合されてい
てもよい。その他の構造単位としては、例えば、アクリロニトリルやメタクリロニトリル
等のニトリル系単量体、マレイミド、Ｎ－メチルマレイミド、Ｎ－フェニルマレイミド、
Ｎ－シクロヘキシルマレイミド等のマレイミド系単量体から構成される構造単位が挙げら
れる。これらのその他の構造単位は、上記グルタルイミド樹脂中に、直接共重合していて
もよいし、グラフト共重合していてもよい。
【００８８】
上記（メタ）アクリル系樹脂フィルムは、目的に応じて任意の適切な添加剤を含有し得る
。添加剤としては、例えば、ヒンダードフェノール系、リン系、イオウ系等の酸化防止剤
；耐光安定剤、紫外線吸収剤、耐候安定剤、熱安定剤等の安定剤；ガラス繊維、炭素繊維
等の補強材；近赤外線吸収剤；トリス（ジブロモプロピル）ホスフェート、トリアリルホ
スフェート、酸化アンチモン等の難燃剤；アニオン系、カチオン系、ノニオン系の界面活
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性剤等の帯電防止剤；無機顔料、有機顔料、染料等の着色剤；有機フィラーや無機フィラ
ー；樹脂改質剤；可塑剤；滑剤；位相差低減剤等が挙げられる。含有される添加剤の種類
、組み合わせ、含有量等は、目的や所望の特性に応じて適切に設定され得る。
【００８９】
上記（メタ）アクリル系樹脂フィルムの製造方法としては、特に限定されるものではない
が、例えば、（メタ）アクリル系樹脂と、紫外線吸収剤と、必要に応じてその他の重合体
や添加剤等とを、任意の適切な混合方法で充分に混合し、予め熱可塑性樹脂組成物として
から、これをフィルム成形することができる。あるいは、（メタ）アクリル系樹脂と、紫
外線吸収剤と、必要に応じてその他の重合体や添加剤等とを、それぞれ別々の溶液にして
から混合して均一な混合液とした後、フィルム成形してもよい。
【００９０】
上記熱可塑性樹脂組成物を製造するには、例えば、オムニミキサー等、任意の適切な混合
機で上記のフィルム原料をプレブレンドした後、得られた混合物を押出混練する。この場
合、押出混練に用いられる混合機は、特に限定されるものではなく、例えば、単軸押出機
、二軸押出機等の押出機や加圧ニーダー等、任意の適切な混合機を用いることができる。
【００９１】
上記フィルム成形の方法としては、例えば、溶液キャスト法（溶液流延法）、溶融押出法
、カレンダー法、圧縮成形法等、任意の適切なフィルム成形法が挙げられる。溶融押出法
が好ましい。溶融押出法は溶剤を使用しないので、製造コストや溶剤による地球環境や作
業環境への負荷を低減することができる。
【００９２】
上記溶融押出法としては、例えば、Ｔダイ法、インフレーション法等が挙げられる。成形
温度は、好ましくは１５０～３５０℃、より好ましくは２００～３００℃である。
【００９３】
上記Ｔダイ法でフィルム成形する場合は、公知の単軸押出機や二軸押出機の先端部にＴダ
イを取り付け、フィルム状に押出されたフィルムを巻取って、ロール状のフィルムを得る
ことができる。この際、巻取りロールの温度を適宜調整して、押出方向に延伸を加えるこ
とで、１軸延伸することも可能である。また、押出方向と垂直な方向にフィルムを延伸す
ることにより、同時２軸延伸、逐次２軸延伸等を行うこともできる。
【００９４】
上記（メタ）アクリル系樹脂フィルムは、上記所望の位相差が得られる限りにおいて、未
延伸フィルムまたは延伸フィルムのいずれでもよい。延伸フィルムである場合は、１軸延
伸フィルムまたは２軸延伸フィルムのいずれでもよい。２軸延伸フィルムである場合は、
同時２軸延伸フィルムまたは逐次２軸延伸フィルムのいずれでもよい。
【００９５】
　上記延伸温度は、フィルム原料である熱可塑性樹脂組成物のガラス転移温度近傍である
ことが好ましく、具体的には、好ましくは（ガラス転移温度－３０℃）～（ガラス転移温
度＋３０℃）、より好ましくは（ガラス転移温度－２０℃）～（ガラス転移温度＋２０℃
）の範囲内である。延伸温度が（ガラス転移温度－３０℃）未満であると、得られるフィ
ルムのヘイズが大きくなり、あるいは、フィルムが裂けたり、割れたりして所定の延伸倍
率が得られないおそれがある。逆に、延伸温度が（ガラス転移温度＋３０℃）を超えると
、得られるフィルムの厚みムラが大きくなったり、伸び率、引裂伝播強度、および耐揉疲
労等の力学的性質が十分に改善できなかったりする傾向がある。さらに、フィルムがロー
ルに粘着するといったトラブルが発生しやすくなる傾向がある。
【００９６】
上記延伸倍率は、好ましくは１．１～３倍、より好ましくは１．３～２．５倍である。延
伸倍率がこのような範囲であれば、フィルムの伸び率、引裂伝播強度、および耐揉疲労等
の力学的性質を大幅に改善することができる。結果として、厚みムラが小さく、複屈折が
実質的にゼロであり（したがって、位相差が小さく）、さらに、ヘイズが小さいフィルム
を製造することができる。
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【００９７】
上記（メタ）アクリル系樹脂フィルムは、その光学的等方性や機械的特性を安定化させる
ために、延伸処理後に熱処理（アニーリング）等を行うことができる。熱処理の条件は、
任意の適切な条件を採用し得る。
【００９８】
　上記（メタ）アクリル系樹脂フィルムの光弾性係数は、好ましくは－３～－１００×１
０－１３Ｐａ－１、より好ましくは－５～－７０×１０－１３Ｐａ－１であり、さらに好
ましくは－１５～－５０×１０－１３Ｐａ－１である。なお、光弾性係数は前述の方法で
測定することができる。
【００９９】
上記（メタ）アクリル系樹脂フィルムの厚みは、好ましくは１０μｍ～２００μｍであり
、より好ましくは２０μｍ～１００μｍである。厚みが１０μｍ未満であると、強度が低
下するおそれがある。厚みが２００μｍを超えると、透明性が低下するおそれがある。
【０１００】
偏光子の両面に保護フィルムを積層する場合は、前記と同一のフィルムを両面に貼合して
もよいし、その他の樹脂フィルムを用いてもよい。例えば、オレフィン系樹脂フィルム、
ポリエステル系樹脂フィルム、セルロース系樹脂フィルムが好ましく用いられる。
【０１０１】
　鎖状ポリオレフィン系樹脂としては、ポリエチレン樹脂（エチレンの単独重合体である
ポリエチレン樹脂や、エチレンを主体とする共重合体）、ポリプロピレン樹脂（プロピレ
ンの単独重合体であるポリプロピレン樹脂や、プロピレンを主体とする共重合体）のよう
な鎖状オレフィンの単独重合体の他、２種以上の鎖状オレフィンからなる共重合体を挙げ
ることができる。
【０１０２】
　環状ポリオレフィン系樹脂は、環状オレフィンを重合単位として重合される樹脂の総称
であり、例えば、特開平１－２４０５１７号公報、特開平３－１４８８２号公報、特開平
３－１２２１３７号公報等に記載されている樹脂が挙げられる。環状ポリオレフィン系樹
脂の具体例を挙げれば、環状オレフィンの開環（共）重合体、環状オレフィンの付加重合
体、環状オレフィンとエチレン、プロピレンのような鎖状オレフィンとの共重合体（代表
的にはランダム共重合体）、及びこれらを不飽和カルボン酸やその誘導体で変性したグラ
フト重合体、並びにそれらの水素化物である。中でも、環状オレフィンとしてノルボルネ
ンや多環ノルボルネン系モノマーのようなノルボルネン系モノマーを用いたノルボルネン
系樹脂が好ましく用いられる。
【０１０３】
　ポリエステル系樹脂は、下記セルロースエステル系樹脂を除く、エステル結合を有する
樹脂であり、多価カルボン酸又はその誘導体と多価アルコールとの重縮合体からなるもの
が一般的である。多価カルボン酸又はその誘導体としては２価のジカルボン酸又はその誘
導体を用いることができ、例えばテレフタル酸、イソフタル酸、ジメチルテレフタレート
、ナフタレンジカルボン酸ジメチルが挙げられる。多価アルコールとしては２価のジオー
ルを用いることができ、例えばエチレングリコール、プロパンジオール、ブタンジオール
、ネオペンチルグリコール、シクロヘキサンジメタノールが挙げられる。ポリエステル系
樹脂の代表例として、テレフタル酸とエチレングリコールの重縮合体であるポリエチレン
テレフタレートが挙げられる。
【０１０４】
　セルロースエステル系樹脂は、セルロースと脂肪酸とのエステルである。セルロースエ
ステル系樹脂の具体例は、セルローストリアセテート、セルロースジアセテート、セルロ
ーストリプロピオネート、セルロースジプロピオネートを含む。また、これらの共重合物
や、水酸基の一部が他の置換基で修飾されたものも挙げられる。これらの中でも、セルロ
ーストリアセテート（トリアセチルセルロース）が特に好ましい。
【０１０５】
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　保護フィルムの厚みは通常１～１００μｍであるが、強度や取扱性等の観点から５～６
０μｍであることが好ましく、１０～５５μｍであることがより好ましく、１５～４０μ
ｍであることがさらに好ましい。
【０１０６】
　上述のように、保護フィルムは、その外面（偏光子とは反対側の面）に、ハードコート
層、防眩層、光拡散層、反射防止層、低屈折率層、帯電防止層、防汚層のような表面処理
層（コーティング層）を備えるものであってもよい。なお、保護フィルムの厚みは、表面
処理層の厚みを含んだものである。
【０１０７】
　保護フィルムは、例えば接着剤層または粘着剤層を介して偏光子に貼合することができ
る。接着剤層を形成する接着剤としては、水系接着剤、活性エネルギー線硬化性接着剤又
は熱硬化性接着剤を用いることができ、好ましくは水系接着剤、活性エネルギー線硬化性
接着剤である。粘着剤層としては後述のものが使用できる。
【０１０８】
　水系接着剤としては、ポリビニルアルコール系樹脂水溶液からなる接着剤、水系二液型
ウレタン系エマルジョン接着剤等が挙げられる。中でもポリビニルアルコール系樹脂水溶
液からなる水系接着剤が好適に用いられる。ポリビニルアルコール系樹脂としては、酢酸
ビニルの単独重合体であるポリ酢酸ビニルをケン化処理して得られるビニルアルコールホ
モポリマーのほか、酢酸ビニルとこれに共重合可能な他の単量体との共重合体をケン化処
理して得られるポリビニルアルコール系共重合体、又はそれらの水酸基を部分的に変性し
た変性ポリビニルアルコール系重合体等を用いることができる。水系接着剤は、アルデヒ
ド化合物（グリオキザール等）、エポキシ化合物、メラミン系化合物、メチロール化合物
、イソシアネート化合物、アミン化合物、多価金属塩等の架橋剤を含むことができる。
【０１０９】
　水系接着剤を使用する場合は、偏光子と保護フィルムとを貼合した後、水系接着剤中に
含まれる水を除去するための乾燥工程を実施することが好ましい。乾燥工程後、例えば２
０～４５℃の温度で養生する養生工程を設けてもよい。
【０１１０】
　上記活性エネルギー線硬化性接着剤とは、紫外線、可視光、電子線、Ｘ線のような活性
エネルギー線の照射によって硬化する硬化性化合物を含有する接着剤であり、好ましくは
紫外線硬化性接着剤である。
【０１１１】
　上記硬化性化合物は、カチオン重合性の硬化性化合物やラジカル重合性の硬化性化合物
であることができる。カチオン重合性の硬化性化合物としては、例えば、エポキシ系化合
物（分子内に１個又は２個以上のエポキシ基を有する化合物）や、オキセタン系化合物（
分子内に１個又は２個以上のオキセタン環を有する化合物）、又はこれらの組み合わせを
挙げることができる。ラジカル重合性の硬化性化合物としては、例えば、（メタ）アクリ
ル系化合物（分子内に１個又は２個以上の（メタ）アクリロイルオキシ基を有する化合物
）や、ラジカル重合性の二重結合を有するその他のビニル系化合物、又はこれらの組み合
わせを挙げることができる。カチオン重合性の硬化性化合物とラジカル重合性の硬化性化
合物とを併用してもよい。活性エネルギー線硬化性接着剤は通常、上記硬化性化合物の硬
化反応を開始させるためのカチオン重合開始剤及び／又はラジカル重合開始剤をさらに含
む。
【０１１２】
　偏光子と保護フィルムとを貼合するにあたっては、接着性を高めるために、これらの少
なくともいずれか一方の貼合面に表面活性化処理を施してもよい。表面活性化処理として
は、コロナ処理、プラズマ処理、放電処理（グロー放電処理等）、火炎処理、オゾン処理
、ＵＶオゾン処理、電離活性線処理（紫外線処理、電子線処理等）のような乾式処理；水
やアセトン等の溶媒を用いた超音波処理、ケン化処理、アンカーコート処理のような湿式
処理を挙げることができる。これらの表面活性化処理は、単独で行ってもよいし、２つ以
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上を組み合わせてもよい。
【０１１３】
　偏光子の両面に保護フィルムが貼合される場合においてこれらの保護フィルムを貼合す
るための接着剤は、同種の接着剤であってもよいし異種の接着剤であってもよい。
　また、前述の接着剤や接着剤を介した貼合方法については、偏光子と保護フィルムの貼
合だけでなく、本願発明の光学積層体に含まれる他光学機能層の貼合に用いてもよい。例
えば、光学積層体が２層以上の位相差フィルムを有する場合、位相差フィルム同士の貼合
に用いることができる。
【０１１４】
＜粘着剤層＞
　粘着剤層１２は、（メタ）アクリル系、ゴム系、ウレタン系、エステル系、シリコーン
系、ポリビニルエーテル系のような樹脂を主成分とする粘着剤組成物で構成することがで
きる。中でも、透明性、耐候性、耐熱性等に優れる（メタ）アクリル系樹脂をベースポリ
マーとする粘着剤組成物が好適である。粘着剤組成物は、活性エネルギー線硬化型、熱硬
化型であってもよい。粘着剤層の厚みは、通常３～３０μｍであり、好ましくは３～２５
μｍである。
【０１１５】
　粘着剤組成物に用いられる（メタ）アクリル系樹脂（ベースポリマー）としては、例え
ば、（メタ）アクリル酸ブチル、（メタ）アクリル酸エチル、（メタ）アクリル酸イソオ
クチル、（メタ）アクリル酸２－エチルヘキシルのような（メタ）アクリル酸エステルの
１種又は２種以上をモノマーとする重合体又は共重合体が好適に用いられる。ベースポリ
マーには、極性モノマーを共重合させることが好ましい。極性モノマーとしては、例えば
、（メタ）アクリル酸、（メタ）アクリル酸２－ヒドロキシプロピル、（メタ）アクリル
酸ヒドロキシエチル、（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチル（メタ）
アクリレート、グリシジル（メタ）アクリレートのような、カルボキシル基、水酸基、ア
ミド基、アミノ基、エポキシ基等を有するモノマーを挙げることができる。
【０１１６】
　粘着剤組成物は、上記ベースポリマーのみを含むものであってもよいが、通常は架橋剤
をさらに含有する。架橋剤としては、２価以上の金属イオンであって、カルボキシル基と
の間でカルボン酸金属塩を形成するもの；ポリアミン化合物であって、カルボキシル基と
の間でアミド結合を形成するもの；ポリエポキシ化合物やポリオールであって、カルボキ
シル基との間でエステル結合を形成するもの；ポリイソシアネート化合物であって、カル
ボキシル基との間でアミド結合を形成するものが例示される。中でも、ポリイソシアネー
ト化合物が好ましい。
【０１１７】
　粘着剤層及び粘着剤組成物について、本願発明の光学積層体と有機ＥＬ表示素子の貼合
に用いる粘着剤層１２に用いる例として説明したが、それに限らない。例えば、本願発明
の光学積層体と他光学機能層との貼合や、光学積層体中を構成する光学機能層同士の貼合
にも用いてもよい。
【０１１８】
＜前面板＞
　前面板は、偏光板の視認側に配置される。前面板は、接着層を介して偏光板に積層され
ることができる。接着層としては、例えば前述の粘着剤層や接着剤層が挙げられる。図２
に示すように、前面板５は、偏光板３上に、不図示の粘着剤層を介して積層されることが
できる。前面板５は、図２に示すように、遮光パターン６が形成されていてもよい。
【０１１９】
　前面板としては、ガラス、樹脂フィルムの少なくとも一面にハードコート層を含んでな
るものなどが挙げられる。ガラスとしては、例えば、高透過ガラスや、強化ガラスを用い
ることができる。特に薄い透明面材を使用する場合には、化学強化を施したガラスが好ま
しい。ガラスの厚みは、例えば１００μｍ～５ｍｍとすることができる。
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【０１２０】
　樹脂フィルムの少なくとも一面にハードコート層を含んでなる前面板は、既存のガラス
のように硬直ではなく、フレキシブルな特性を有することができる。ハードコート層の厚
さは特に限定されず、例えば、５～１００μｍであってもよい。
【０１２１】
　樹脂フィルムとしては、ノルボルネンまたは多環ノルボルネン系単量体のようなシクロ
オレフィンを含む単量体の単位を有するシクロオレフィン系誘導体、セルロース（ジアセ
チルセルロース、トリアセチルセルロース、アセチルセルロースブチレート、イソブチル
エステルセルロース、プロピオニルセルロース、ブチリルセルロース、アセチルプロピオ
ニルセルロース）エチレン-酢酸ビニル共重合体、ポリシクロオレフィン、ポリエステル
、ポリスチレン、ポリアミド、 ポリエーテルイミド、ポリアクリル、ポリイミド、ポリ
アミドイミド、ポリエーテルスルホン、ポリスルホン、ポリエチレン、ポリプロピレン、
ポリメチルペンテン、ポリ塩化ビニル、ポリ塩化ビニリデン、ポリビニルアルコール、ポ
リビニルアセタール、ポリエーテルケトン、ポリエーテルエーテルケトン、ポリエーテル
スルホン、ポリメチルメタアクリレート、ポリエチレンテレフタレート、ポリブチレンテ
レフタレート、ポリエチレンナフタレート、ポリカーボネート、ポリウレタン、エポキシ
などの高分子で形成されたフィルムであってもよい。樹脂フィルムは、未延伸、１軸また
は２軸延伸フィルムを使用することができる。これらの高分子はそれぞれ単独または２種
以上混合して使用することができる。樹脂フィルムとしては、透明性及び耐熱性に優れた
ポリアミドイミドフィルムまたはポリイミドフィルム、１軸または２軸延伸ポリエステル
フィルム、透明性及び耐熱性に優れるとともに、フィルムの大型化に対応できるシクロオ
レフィン系誘導体フィルム、ポリメチルメタクリレートフィルム及び透明性と光学的に異
方性のないトリアセチルセルロース及びイソブチルエステルセルロースフィルムが好まし
い。樹脂フィルムの厚さは５～２００μｍ、好ましくは、２０～１００μｍであってもよ
い。
【０１２２】
　前記ハードコート層は、光或いは熱エネルギーを照射して架橋構造を形成する反応性材
料を含むハードコート組成物の硬化により形成することができる。前記ハードコート層は
、光硬化型（メタ）アクリレートモノマー、或いはオリゴマー及び光硬化型エポキシモノ
マー、或いはオリゴマーを同時に含むハードコート組成物の硬化により形成することがで
きる。前記光硬化型（メタ）アクリレートモノマーは、エポキシ（メタ）アクリレート、
ウレタン（メタ）アクリレート及びポリエステル（メタ）アクリレートで構成された群か
ら選択された１種以上を含むことができる。前記エポキシ（メタ）アクリレートは、エポ
キシ化合物に対して（メタ）アクリロイル基を有するカルボン酸を反応させて得ることが
できる。
【０１２３】
　ハードコート組成物は溶剤、光開始剤及び添加剤からなる群から選択される一つ以上を
さらに含むことができる。添加剤は、無機ナノ粒子、レベリング剤及び安定剤からなる群
から選択される一つ以上を含むことができ、それ以外にも当該技術分野で一般的に使用さ
れる各成分として、例えば、抗酸化剤、UV吸収剤、界面活性剤、潤滑剤、防汚剤などをさ
らに含むことができる。
【０１２４】
＜遮光パターン＞
　遮光パターンは、前面板または前面板が適用される表示装置のベゼルまたはハウジング
の少なくとも一部として提供することができる。遮光パターンは、前面板における表示素
子側に形成することができる。遮光パターンは、表示装置の各配線を隠し使用者に視認さ
れないようにすることができる。遮光パターンの色及び／または材質は特に制限されるこ
とはなく、黒色、白色、金色などの多様な色を有する樹脂物質で形成することができる。
一実施形態において、遮光パターンの厚さは２μｍ～５０μｍであってもよく、好ましく
は４μｍ～３０μｍであってもよく、より好ましくは６μｍ～１５μｍの範囲であっても
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よい。また、遮光パターンと表示部の間の段差による気泡混入及び境界部の視認を抑制す
るために、遮光パターンに形状を付与することができる。
【０１２５】
＜タッチセンサ＞
　タッチセンサは入力手段として用いられる。タッチセンサとしては、抵抗膜方式、表面
弾性波方式、赤外線方式、電磁誘導方式、静電容量方式等様々な様式が提案されており、
いずれの方式でも構わない。中でも静電容量方式が好ましい。静電容量方式タッチセンサ
は活性領域及び活性領域の外郭部に位置する非活性領域に区分される。活性領域は表示パ
ネルで画面が表示される領域（表示部）に対応する領域であって、使用者のタッチが感知
される領域であり、非活性領域は画像表示装置で画面が表示されない領域（非表示部）に
対応する領域である。タッチセンサは基板と；基板の活性領域に形成された感知パターン
と；基板の非活性領域に形成され、感知パターンとパッド部を介して外部の駆動回路と接
続するための各センシングラインを含むことができる。基板としては、ガラスや上述の前
面板を構成する樹脂フィルムと同様の材料が使用できる。タッチセンサの基板は、靱性が
２，０００ＭＰａ％以上のものがタッチセンサのクラック抑制の面から好ましい。より好
ましくは靱性が２，０００ＭＰａ％以上３０，０００ＭＰａ％以下であってもよい。
【０１２６】
　感知パターンは、第１方向に形成された第１パターン及び第２方向に形成された第２パ
ターンを備えることができる。第１パターンと第２パターンは互いに異なる方向に配置さ
れる。第１パターン及び第２パターンは、同一層に形成され、タッチされる地点を感知す
るためには、それぞれのパターンが電気的に接続されなければならない。第１パターンは
各単位パターンが継ぎ手を介して互いに接続された形態であるが、第２パターンは各単位
パターンがアイランド形態に互いに分離された構造になっているので、第２パターンを電
気的に接続するためには別途のブリッジ電極が必要である。感知パターンは周知の透明電
極素材を適用することができる。例えば、インジウムスズ酸化物（ＩＴＯ）、インジウム
亜鉛酸化物（ＩＺＯ）、亜鉛酸化物（ＺｎＯ）、インジウム亜鉛スズ酸化物（ＩＺＴＯ）
、カドミウムスズ酸化物（ＣＴＯ）、ＰＥＤＯＴ（ｐｏｌｙ（３，４―ｅｔｈｙｌｅｎｅ
ｄｉｏｘｙｔｈｉｏｐｈｅｎｅ））、炭素ナノチューブ（ＣＮＴ）、グラフェン、金属ワ
イヤなどを挙げることができ、これらは単独または２種以上混合して使用することができ
る。好ましくはＩＴＯを使用することができる。金属ワイヤに使用される金属は特に限定
されず、例えば、銀、金、アルミニウム、銅、鉄、ニッケル、チタン、テレニウム、クロ
ムなどを挙げることができる。これらは単独または２種以上混合して使用することができ
る。
【０１２７】
　ブリッジ電極は感知パターン上部に絶縁層を介して絶縁層上部に形成することができ、
基板上にブリッジ電極が形成されており、その上に絶縁層及び感知パターンを形成するこ
とができる。ブリッジ電極は感知パターンと同じ素材で形成することもでき、モリブデン
、銀、アルミニウム、銅、パラジウム、金、白金、亜鉛、スズ、チタンまたはこれらのう
ちの２種以上の合金などの金属で形成することもできる。第１パターンと第２パターンは
電気的に絶縁されなければならないので、感知パターンとブリッジ電極の間には絶縁層が
形成される。絶縁層は第１パターンの継ぎ手とブリッジ電極の間にのみ形成することもで
き、感知パターンを覆う層の構造に形成することもできる。後者の場合は、ブリッジ電極
は絶縁層に形成されたコンタクトホールを介して第２パターンを接続することができる。
タッチセンサはパターンが形成されたパターン領域と、パターンが形成されていない非パ
ターン領域間の透過率の差、具体的には、これらの領域における屈折率の差によって誘発
される光透過率の差を適切に補償するための手段として基板と電極の間に光学調節層をさ
らに含むことができ、光学調節層は無機絶縁物質または有機絶縁物質を含むことができる
。光学調節層は光硬化性有機バインダー及び溶剤を含む光硬化組成物を基板上にコーティ
ングして形成することができる。光硬化組成物は無機粒子をさらに含むことができる。無
機粒子によって光学調節層の屈折率が上昇することができる。



(23) JP 2020-24364 A 2020.2.13

10

20

30

40

50

【０１２８】
　光硬化性有機バインダーは、例えば、アクリレート系単量体、スチレン系単量体、カル
ボン酸系単量体などの各単量体の共重合体を含むことができる。光硬化性有機バインダー
は、例えば、エポキシ基含有繰り返し単位、アクリレート繰り返し単位、カルボン酸繰り
返し単位などの互いに異なる各繰り返し単位を含む共重合体であってもよい。無機粒子は
、例えば、ジルコニア粒子、チタニア粒子、アルミナ粒子などを含むことができる。光硬
化組成物は、光重合開始剤、重合性モノマー、硬化補助剤などの各添加剤をさらに含むこ
ともできる。
【０１２９】
＜光学積層体の製造方法＞
　図１（ａ）～（ｃ）に示した光学積層体を例に、光学積層体の製造方法を説明する。
　光学積層体１００（図１（ａ））は、例えば次のように製造することができる。基材上
に配向層１１を形成し、配向層１１上に重合性液晶化合物を含む塗工液を塗工する。重合
性液晶化合物を配向させた状態で、加熱処理または活性エネルギー線を照射し、重合性液
晶化合物を硬化させる。重合性液晶化合物が硬化し、位相差層１０を形成した後、基材を
剥離し、剥離フィルム上に形成された粘着剤層１２を配向層１１における基材を剥離した
面に積層させる。
　図１（ｂ）に示した光学積層体１０１の場合、図１（ａ）に示した光学積層体１００と
位相差層１０を形成するところまでは同様であり、位相差層１０を形成後、位相差層１０
と第２の位相差フィルムを接着剤層１３を介して積層させる。光学積層体１００と位相差
層１０が長尺状である場合は、接着剤層１３を介して、ロール・トゥ・ロールでそれぞれ
の部材を貼り合わせてもよい。光学積層体１００と第２の位相差フィルムを積層した後、
基材を剥離し、剥離フィルム上に形成された粘着剤層１２を配向層１１における基材を剥
離した面に積層させる。
　図１（ｃ）に示した光学積層体１０２の場合、まず偏光板３を製造する。偏光板３は、
偏光子と保護フィルムとを、それぞれ接着剤層を介して積層して製造することができる。
保護フィルムは、偏光子の少なくとも一方の面に積層されていればよい。偏光板は、長尺
の部材を準備し、ロール・トゥ・ロールでそれぞれの部材を貼り合わせた後、所定形状に
裁断して製造してもよいし、それぞれの部材を所定の形状に裁断した後、貼り合わせても
よい。偏光子に保護フィルムを貼り合わせた後、加熱工程や調湿工程を設けてもよい。位
相差フィルムは、図１（ｂ）の光学積層体１０１と同様、第２の位相差フィルムを積層し
たところまでは同じであり、第２の位相差フィルムの接着剤層１３とは反対側の面に接着
剤層または粘着剤層を介して偏光板３と積層させる。偏光板３や光学積層体１０１が長尺
状である場合は、ロール・トゥ・ロールでそれぞれの部材を貼り合わせてもよい。偏光板
３を積層後、基材を剥離し、剥離フィルム上に形成された粘着剤層１２を配向層１１にお
ける基材を剥離した面に積層させる。
【０１３０】
そして、粘着剤層１２上に積層された剥離フィルムを剥離し、粘着剤層１２を介して光学
積層体と有機ＥＬ表示素子を貼合することにより、有機ＥＬ表示装置を作製することがで
きる。
【０１３１】
　＜用途＞
　本発明の光学積層体は、さまざまな表示装置に用いることができる。表示装置とは、表
示素子を有する装置であり、発光源として発光素子又は発光装置を含む。表示装置として
は、例えば、液晶表示装置、有機ＥＬ表示装置、無機エレクトロルミネッセンス（以下、
無機ＥＬともいう）表示装置、電子放出表示装置（例えば電場放出表示装置（ＦＥＤとも
いう）、表面電界放出表示装置（ＳＥＤともいう））、電子ペーパー（電子インクや電気
泳動素子を用いた表示装置、プラズマ表示装置、投射型表示装置（例えばグレーティング
ライトバルブ（ＧＬＶともいう）表示装置、デジタルマイクロミラーデバイス（ＤＭＤと
もいう）を有する表示装置）及び圧電セラミックディスプレイなどが挙げられる。液晶表
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示装置は、透過型液晶表示装置、半透過型液晶表示装置などのいずれをも含む。これらの
表示装置は、２次元画像を表示する表示装置であってもよいし、３次元画像を表示する立
体表示装置であってもよい。光学積層体は、特に有機ＥＬ表示装置又は無機ＥＬ表示装置
に特に有効に用いることができる。
【０１３２】
　図２において、有機ＥＬ表示装置１０３は、位相差フィルム１上に積層された粘着剤層
１２を介して、光学積層体が有機ＥＬ表示素子４に積層された層構成を有する。
【０１３３】
　また、表示装置は、フレキシブル表示装置であることもでき、フレキシブル有機ＥＬ表
示装置であることができる。フレキシブル有機ＥＬ表示装置は、本発明の光学積層体と、
有機ＥＬ表示素子とを含む。有機ＥＬ表示素子に対して視認側に本発明の光学積層体が配
置され、折り曲げ可能に構成されている。折り曲げ可能とは、クラック及び破断を生じさ
せずに屈曲できることを意味する。本発明の光学積層体をフレキシブル有機ＥＬ表示装置
に適用する場合、光学積層体は、前面板およびタッチセンサの少なくとも一方を備えるこ
とが好ましい。
【０１３４】
　具体的な光学積層体としては、視認側から前面板、偏光板、位相差フィルム、タッチセ
ンサの順に積層された態様、または視認側から前面板、タッチセンサ、偏光板、位相差フ
ィルムの順に積層された態様が挙げられる。タッチセンサの視認側に偏光板が存在すると
、タッチセンサのパターンが視認されにくくなり表示画像の視認性が良くなるので好まし
い。それぞれの部材は接着剤、粘着剤等を用いて積層することができる。また、前面板、
偏光板、位相差フィルム、タッチセンサのいずれかの層の少なくとも一面に形成された遮
光パターンを具備することができる。
【実施例】
【０１３５】
以下、実施例を示して本発明をさらに具体的に説明するが、本発明はこれらの例によって
限定されるものではない。例中、含有量ないし使用量を表す部及び％は、特記しないかぎ
り重量基準である。なお、以下の例における各物性の測定は、次の方法で行った。
【０１３６】
（１）フィルム厚みの測定
　株式会社ニコン製のデジタルマイクロメーターであるＭＨ－１５Ｍを用いて測定した。
【０１３７】
（突刺し弾性率の測定）
　実施例、比較例で得られた基材フィルム付き第１の位相差フィルムを、縦４０ｍｍ×横
４０ｍｍの断片を切り出した。また縦４０ｍｍ×横４０ｍｍの糊付き台紙を用意した。こ
の糊付き台紙は、中央部が３０ｍｍ×３０ｍｍの正方形で切り抜かれている。位相差層１
の表面が糊付き台紙における糊に接するように、上記積層体を糊付き台紙に貼合した後、
第１の位相差フィルムから基材を剥離して、突刺し試験用サンプルを作製した。
【０１３８】
　突刺し弾性率の測定は、次のように行った。カトーテック株式会社製の“ＮＤＧ５　突
き刺し試験機”にニードルを取り付けて行った。ニードルを突刺し試験用サンプルの主面
（位相差層１の表面）に対して垂直に突刺し、突刺し試験用サンプルが破断する直前の応
力Ｆ（ｇ）とそのときのひずみ量Ｓ（ｍｍ）を算出し、突刺し弾性率（ｇ／ｍｍ）を応力
Ｆ（ｇ）／ひずみ量Ｓ（ｍｍ）にて算出した。ニードルとしては、先端径が１ｍｍφ、０
．５Ｒであるものを使用した。ニードルを突き刺す速度は、０．３３ｃｍ／秒とした。位
相差フィルム１の突刺し弾性率を表１に示す。測定は温度２３℃、湿度５０％の室温環境
下で行った。
【０１３９】
（３）耐摩耗性評価（スチールウール硬度）
　位相差フィルムの配向層表面の耐摩耗性の評価をスチールウール試験にて行った。
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　スチールウール試験機（大栄精機社製）にて、クリーンルーム用ワイパー（旭化成株式
会社製　ＢＥＭＣＯＴ　ＡＺ-８）をガラス板上に配置した環状ポリオレフィン系樹脂（
ＣＯＰ）基材（厚み２０μｍ）上に各実施例、比較例と同様の方法で製膜した配向層表面
に５００ｇの荷重で接触させ、４０ｒ／ｍｉｎの速度で４往復摩耗試験をおこない、蛍光
灯下で目視にて発生したキズの本数を数えた。
【０１４０】
（４）耐摩耗性評価（鉛筆硬度評価）
　位相差フィルムの配向層表面の表面硬度評価を鉛筆硬度試験にて行った。
　鉛筆硬度試験器（安田精機製作所製Ｎｏ．５５３－Ｍ１）にて、試験用の鉛筆（三菱鉛
筆株式会社製ユニスター）をガラス板上に配置した環状ポリオレフィン系樹脂（ＣＯＰ）
基材（厚み２０μｍ）上に各実施例、比較例と同様の方法で製膜した配向層表面に５００
ｇの荷重で斜め４５度から接触させ、０．５ｍｍ／ｓｅｃの速度で硬度試験をおこない、
蛍光灯下で目視にて発生したキズの有無を数えた。５本試験の内、１本以下の傷つきとな
る硬度を確認した。
【０１４１】
［実施例１］
　（第１の位相差フィルム１の作製）
　配向層形成用の組成物として、
ポリエチレングリコールジ（メタ）アクリレート（新中村化学工業(株)製　A－６００）
１０．０重量部と、
トリメチロールプロパントリアクリレート（新中村化学工業(株)製　A－ＴＭＰＴ）１０
．０重量部と、
１，６－ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレート（新中村化学工業(株)製　Ａ－ＨＤ－
Ｎ）１０．０重量部と、
光重合開始材としてイルガキュア９０７（ＢＡＳＦ社製　Ｉｒｇ－９０７）１．５０重量
部とを、
溶媒メチルエチルケトン　７０．０重量部中で溶解させ、配向層形成用塗工液を調整した
。
【０１４２】
　基材フィルムとして厚さ２０μｍの長尺状の環状オレフィン系樹脂フィルム（日本ゼオ
ン株式会社製）を準備し、基材フィルムの片面に、得られた配向層形成用塗工液をバーコ
ーターにて塗布した。
　塗工後の塗布層に温度８０℃で６０秒間の熱処理を施した後、紫外線（ＵＶＢ）を２２
０ｍJ／ｃｍ２照射し、配向層形成用の組成物を重合、硬化させて、基材フィルム上に厚
さ３．５μｍの配向層１を形成した。
【０１４３】
　位相差形成用の組成物として、光重合性ネマチック液晶化合物（メルク社製　ＲＭＭ２
８Ｂ）２０．０重量部と、光重合開始剤としてイルガキュア９０７（ＢＡＳＦ社製　Ｉｒ
ｇ－９０７）１．０重量部とを、溶媒のプロピレングリコールモノメチルエーテルアセテ
ート８０．０重量部中に溶解させ、位相差層形成用塗工液を調整した。
　先に得られた配向層上に位相差層形成用塗工液を塗布し、塗布層に温度８０℃で６０秒
間の熱処理を施した。その後、紫外線（ＵＶＢ）を２２０ｍJ／ｃｍ２照射し、位相差層
形成用の組成物を重合、硬化させて、配向層上に厚さ０．７μｍの位相差層１を形成した
。この様にして基材フィルム上に配向層１と位相差層１からなる第１の位相差フィルム１
を得た。この第１の位相差フィルム１は厚み方向に位相差を示した。また、基材フィルム
から第１の位相差フィルム１が剥離可能であることを確認した。
【０１４４】
（偏光板の作製）
　厚み２０μｍのポリビニルアルコールフィルム（平均重合度約２４００、ケン化度９９
．９モル％以上）を、乾式延伸により約４倍に一軸延伸し、さらに緊張状態を保ったまま
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、４０℃の純水に４０秒間浸漬した後、ヨウ素／ヨウ化カリウム／水の重量比が０．０５
２／５．７／１００の水溶液に２８℃で３０秒間浸漬して染色処理を行った。その後、ヨ
ウ化カリウム／ホウ酸／水の重量比が１１．０／６．２／１００の水溶液に７０℃で１２
０秒間浸漬した。引き続き、８℃の純水で１５秒間洗浄した後、３００Ｎの張力で保持し
た状態で、６０℃で５０秒間、次いで７５℃で２０秒間乾燥して、ポリビニルアルコール
フィルムにヨウ素が吸着配向している厚み８μｍの吸収型偏光子フィルムを得た。得られ
た偏光子フィルムの両面にポリビニルアルコール系樹脂水溶液からなる水系接着剤を塗布
し、偏光子フィルムの片面に保護フィルム（ゼオン製ＣＯＰフィルム　ゼオノアＺＦ１４
）ともう一方の面に保護フィルム（富士フィルム製ＴＡＣフィルム　フジタックＴＪ２５
）貼り合わせて両面保護フィルム付偏光板を得た。
【０１４５】
（光学積層体の作製）
　両面剥離フィルム付きシート状粘着剤（厚み２５μｍ　リンテック株式会社製Ｐ－３１
３２）の一方の剥離フィルムを剥離し、得られた偏光板のＴＡＣフィルム側表面に粘着層
剤を介して貼り合わせた後、シート状粘着剤の他方側の剥離フィルムを剥離し、粘着剤層
を偏光板のＴＡＣフィルム側表面に積層させた。積層された粘着剤層を介して第１の位相
差フィルムの位相差層１側表面と偏光板を貼り合わせた後、第１の位相差フィルム１から
基材フィルムを剥離した。さらに先の両面剥離フィルム付きシート状粘着剤の一方の剥離
フィルムを剥離した後、第１の位相差フィルム１の基材フィルムを剥離した面に粘着剤層
を介して貼り合わせ、積層構造が、偏光板／粘着剤層／第１の位相差フィルム１／粘着剤
層／剥離フィルムである光学積層体を得た。
【０１４６】
［実施例２、３、比較例１、２］
　第１の位相差フィルムを構成する配向層１と位相差層１の形成用の組成物を表１の配合
比、厚みを変えた以外は、実施例１と同様の方法で実施例２、３、比較例１、２の光学積
層体を作製した。また、実施例２、３、比較例１、２で得られた第１の位相差フィルムは
、厚み方向に位相差を示した。
【０１４７】
［実施例４］
　配向層形成用の組成物を表１の材料および配合比として配向層形成用塗工液を作成し、
その塗工液の塗布層に温度１００℃で１２０秒間の熱処理を施し、硬化させた。
それ以外は実施例１と同様の方法で光学積層体を作製した。また、実施例４で得られた第
１の位相差フィルムは、厚み方向に位相差を示した。
【０１４８】
［実施例５］
［第１の位相差フィルム２の作製］
　下記構造の光配向性材料５．０重量部（重量平均分子量：３０，０００）とシクロペン
タノン（溶媒）９５．０重量部とを混合し、得られた混合物を８０℃で１時間攪拌するこ
とにより、配向膜形成用組成物を得た。 

【０１４９】
　以下に示す重合性液晶化合物Ａ、及び重合性液晶化合物Ｂを９：１の質量比で混合した
混合物１０重量部に対して、レベリング剤（Ｆ－５５６；ＤＩＣ社製）を０．１重量部、
及び重合開始剤である２－ジメチルアミノ－２－ベンジル－１－（４－モルホリノフェニ
ル）ブタン－１－オン（「イルガキュア３６９（Ｉｒｇ３６９）」、ＢＡＳＦジャパン株
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式会社製）を０．６重量部添加した。 
【０１５０】
　さらに、固形分濃度が１３％となるようにＮ－メチル－２－ピロリドン（ＮＭＰ）を添
加し、８０℃で１時間攪拌することにより、液晶硬化膜形成用組成物を得た。 
【０１５１】
　重合性液晶化合物Ａは、特開２０１０－３１２２３号公報に記載の方法で製造した。ま
た、重合性液晶化合物Ｂは、特開２００９－１７３８９３号公報に記載の方法に準じて製
造した。以下にそれぞれの分子構造を示す。
【０１５２】
（重合性液晶化合物Ａ）

【０１５３】
（重合性液晶化合物Ｂ）

【０１５４】
　〔基材、配向膜、重合性液晶化合物が硬化した層からなる積層体の製造〕 
　基材として５０μｍ厚のシクロオレフィン系フィルム〔日本ゼオン株式会社製の商品名
「ＺＦ－１４－５０」〕上にコロナ処理を実施した。コロナ処理が施された面に、配向膜
形成用組成物をバーコーターで塗布した。塗布膜を８０℃で１分間乾燥した。乾燥した塗
布膜に、偏光ＵＶ照射装置〔ウシオ電機株式会社の商品名「ＳＰＯＴ　ＣＵＲＥ　ＳＰ－
９」〕を用いて、軸角度４５°にて偏光ＵＶを照射し、配向膜を得た。偏光ＵＶの照射は
、波長３１３ｎｍにおける積算光量が１００ｍＪ／ｃｍ２となるように行われた。
【０１５５】
　続いて、配向膜上に、液晶硬化膜形成用組成物を、バーコーターを用いて塗布した。塗
布膜を１２０℃で１分間乾燥した。乾燥した塗布膜に、高圧水銀ランプ〔ウシオ電機株式
会社の商品名：「ユニキュアＶＢ－１５２０１ＢＹ－Ａ」〕を用いて、紫外線を照射した
。紫外線の照射工程は、波長３６５ｎｍにおける積算光量が２５０ｍＪ／ｃｍ２となるよ
うに、窒素雰囲気下で行われた。照射直後に冷却工程として、硬化膜を５℃に設定したオ
ーブンに２０秒間投入した。オーブン取り出し後、すぐに再度前記紫外線照射工程および
冷却工程を実施し、基材上に配向膜、および重合性液晶化合物が硬化した層からなる第１
の位相差フィルム２を得た。この第１の位相差フィルム２は面内方向に位相差を示した。
得られた第１の位相差フィルム２を第１の位相差フィルム１の代わりに用いて、実施例１
と同様にして光学積層体を得た。
【０１５６】
［実施例６］
　比較例１と同じ方法で第１の位相差フィルムを作成し、光学積層体を作製する際に配向
層１と位相差層１の間で剥離し、第１の位相差フィルムを位相差層１のみとした以外は実
施例１と同じ方法で実施例６の光学積層体を作製した。
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【０１５７】
【表１】
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【０１５８】
　実施例１～６、比較例１、２にて得られた光学積層体について剥離フィルムを剥離し、
露出した粘着剤層を介してそれぞれガラス板に貼合し、図３で示す状態とした上で、次に
示す方法で耐熱衝撃性試験を行った。
　荷重　１０Ｎに設定したエリクセンペン（エリクセン社製　型番３１８）のペン先を光
学積層体中の偏光板におけるガラス板側とは反対側の面に押し当て起点とした。同様の起
点を他２カ所（計３カ所）等間隔で設けた。その後、－２０℃　３０分と６０℃　３０分
を１サイクルとする熱衝撃性試験（ＥＳＰＥＣ　ＣＯＲＰ．製　品名：ＴＳＡ－３０３Ｅ
Ｌ－Ｗ）を数サイクル実施した。熱衝撃性試験前に光学積層体中の偏光板表面にエリクセ
ンペンを押し当てた各起点から生じたクラックの長さを測定し、３か所の起点のクラック
測定結果の平均値をクラック長さ（ｍｍ）とした。
【０１５９】
　実施例１～６、比較例１、２で得られた第１の位相差フィルムの突刺し弾性率、膜厚、
耐摩耗性評価（スチールウール、鉛筆硬度）及び光学積層体の熱衝撃試験の結果について
、表２に示す。実施例１～５、比較例１、２の第１の位相差フィルムの突刺し弾性率は、
第１の位相差フィルムと基材フィルムの積層体より、基材フィルムを剥離した後、第１の
位相差フィルム（位相差層１＋配向層１）に対して、突刺し冶具を位相差層１側から押圧
することにより測定した。実施例６の第１の位相差フィルムは、基材フィルムと配向層１
を位相差層１より剥離し、第１の位相差フィルム（位相差層１のみ）に対し測定した結果
を示した。また、耐摩耗性評価については、実施例１、２、比較例１の配向層について実
施した。
【０１６０】
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【表２】

【０１６１】
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表３に、各実施例および各比較例で得た位相差フィルムにおける
配向層の厚さＬＡＬと、配向層を構成する樹脂における重合性化合物ｉに由来する単位の
含有量Ｃｗｉ、当該重合性化合物ｉの分子量Ｍｉおよび官能基数Ｎｉを示す。配向層の重
合性基量は、計算式（Ａ－１）

により算出された値Ｎ１である。
【０１６２】
また、表３に、各実施例および各比較例で得た位相差フィルムにおける
位相差層の厚さＬＬＣと、位相差層を構成する重合性液晶化合物ｊに由来する単位の含有
量Ｃｗｊと、当該重合性液晶化合物ｊの分子量Ｍｊおよび官能基数Ｎｊとを示す。位相差
層の重合性基量は、計算式（Ａ－２）

により算出される値Ｎ２である。
そして表３に、前記の計算式（Ａ）により算出された重合性基量Ｎを併せて示す。
【０１６３】
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【表３】

【産業上の利用可能性】
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【０１６４】
　本発明によれば、位相差フィルムを備える光学積層体であって、急激な温度変化を受け
る環境下でも、クラックの発生を抑制できる光学積層体を提供することができるので有用
である。
【符号の説明】
【０１６５】
１　第１の位相差フィルム（位相差フィルム）
２　第２の位相差フィルム
３　偏光板
４　有機ＥＬ表示素子
５　前面板
６　遮光パターン
１０　位相差層
１１　配向層
１２　粘着剤層
１３　接着剤層
１４　ガラス板
１００，１０１，１０２，１０４　光学積層体
１０３　有機ＥＬ表示装置

【図１】 【図２】
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【図３】

【手続補正書】
【提出日】令和1年5月13日(2019.5.13)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
位相差フィルムを有する光学積層体であって、
前記位相差フィルムは、
フィルム面に対し突刺し冶具の先端を垂直に押圧し、破断が生じたときの、
前記突刺し冶具の先端から前記位相差フィルムへ加えられた応力Ｆ（ｇ）と前記位相差フ
ィルムのひずみ量Ｓ（ｍｍ）を用いて下記式（１）にて算出される突刺し弾性率が５０ｇ
／ｍｍ以下であることを特徴とする光学積層体。

（１）突刺し弾性率（ｇ／ｍｍ）＝Ｆ（ｇ）／Ｓ（ｍｍ）
【請求項２】
前記位相差フィルムは、重合性液晶化合物が硬化した位相差層を含む請求項１に記載の光
学積層体。
【請求項３】
前記位相差フィルムは、配向層をさらに含む請求項２に記載の光学積層体。
【請求項４】
前記位相差層は、垂直配向性を有する請求項２または３に記載の光学積層体。
【請求項５】
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前記光学積層体は、さらに偏光板を有する請求項１～４のいずれかに記載の光学積層体。
【請求項６】
前記光学積層体は、さらに前面板を有し、
前記前面板は、前記偏光板における前記位相差フィルムが積層された側とは反対側に配置
される請求項５に記載の光学積層体。
【請求項７】
前記光学積層体は、さらにタッチセンサを有する請求項６に記載の光学積層体。
【請求項８】
請求項１～７のいずれかに記載の光学積層体が、表示素子に積層されている表示装置。
【手続補正書】
【提出日】令和1年10月24日(2019.10.24)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
位相差フィルムを有する光学積層体であって、
前記位相差フィルムは、
フィルム面に対し突刺し冶具の先端を垂直に押圧し、破断が生じたときの、
前記突刺し冶具の先端から前記位相差フィルムへ加えられた応力Ｆ（ｇ）と前記位相差フ
ィルムのひずみ量Ｓ（ｍｍ）を用いて下記式（１）にて算出される突刺し弾性率が５０ｇ
／ｍｍ以下であることを特徴とする、ここで、該ひずみ量Ｓは該フィルムの突刺し方向の
撓みによる変位量であり、突刺し弾性率の測定は、該フィルムを中央部が３０ｍｍ×３０
ｍｍの正方形で切り抜かれた糊付き台紙に貼合した測定試料を用い、先端径が１ｍｍφ０
．５Ｒである突刺し冶具の先端を０．３３ｃｍ／秒の速度で押圧する条件において測定さ
れ、前記位相差フィルムは、重合性液晶化合物が硬化した、垂直配向性を有する位相差層
を含み、かつ、前記位相差フィルムは（メタ）アクリレート系モノマーの硬化物を含む配
向層をさらに含み、前記配向層の厚さは１００ｎｍ～１００００ｎｍである、光学積層体
。

（１）突刺し弾性率（ｇ／ｍｍ）＝Ｆ（ｇ）／Ｓ（ｍｍ）
【請求項２】
前記光学積層体は、さらに偏光板を有する請求項１に記載の光学積層体。
【請求項３】
前記光学積層体は、さらに前面板を有し、
前記前面板は、前記偏光板における前記位相差フィルムが積層された側とは反対側に配置
される請求項２に記載の光学積層体。
【請求項４】
前記光学積層体は、さらにタッチセンサを有する請求項３に記載の光学積層体。
【請求項５】
請求項１～４のいずれかに記載の光学積層体が、表示素子に積層されている表示装置。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１４７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１４７】
［実施例４］（参考例）
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　配向層形成用の組成物を表１の材料および配合比として配向層形成用塗工液を作成し、
その塗工液の塗布層に温度１００℃で１２０秒間の熱処理を施し、硬化させた。それ以外
は実施例１と同様の方法で光学積層体を作製した。また、実施例４で得られた第１の位相
差フィルムは、厚み方向に位相差を示した。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１４８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１４８】
［実施例５］（参考例）
［第１の位相差フィルム２の作製］
　下記構造の光配向性材料５．０重量部（重量平均分子量：３０，０００）とシクロペン
タノン（溶媒）９５．０重量部とを混合し、得られた混合物を８０℃で１時間攪拌するこ
とにより、配向膜形成用組成物を得た。

【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１５６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１５６】
［実施例６］（参考例）
　比較例１と同じ方法で第１の位相差フィルムを作成し、光学積層体を作製する際に配向
層１と位相差層１の間で剥離し、第１の位相差フィルムを位相差層１のみとした以外は実
施例１と同じ方法で実施例６の光学積層体を作製した。
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